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論 説
刑事事実認定に関する最近の最高裁判例について
高 橋 省 吾
 はじめに
近時、刑事事実認定に関し上告審が破棄したいくつかの事例が公刊物等に紹
介されている。古い話で恐縮であるが、昭和58年（1983年）から年間、私が
最高裁調査官として刑事上告事件の調査事務を担当していたころと比べても、
上告審が事実審の事実認定に介入する事例が多いように感じられる。しかも、
事実認定について上告審の意見が分かれ、反対意見が付される事例も珍しくは
ないのである。
刑事訴訟法は、上告理由を憲法違反、判例違反に限定する一方（405条）、最
高裁の法令解釈の統一機能を補充するために上告受理の制度（406条）を設け
ている。また、事案の適正な処理と当事者救済を図る趣旨から、職権破棄の規
定（411条）を設け、上告理由がない場合でも、原判決に法令違反（号）、量
刑不当（号）、事実誤認（号）等があり、破棄しなければ著しく正義に反
すると認める場合には、職権で原判決を破棄できる旨定めている。
このように、411条の職権破棄事由が規定されているため、憲法違反、判例
違反の適法な上告理由に当たらず、「上告趣意は、（憲法違反をいうが）実質
は、単なる法令違反、事実誤認、量刑不当の主張であって、適法な上告理由に
当たらない。」として、上告棄却の決定（414条、386条項号）がされる場
合でも、上告審としては、同条の職権破棄事由がないか否かを必ず検討してい
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るのである。
上記のとおり、上告審は、憲法判断と法令解釈の統一を第次的機能とし、
具体的救済を第次的機能としており、事後審であるとともに、原則として法
律審であることから、上告審において事実誤認の主張がされた場合の審査の方
法が問題となるところ、判例は、「当審における事実誤認の主張に関する審査
は、当審が法律審であることを原則としていることにかんがみ、原判決の認定
が論理則、経験則等に照らして不合理といえるかどうかの観点から行うべきで
ある。」（最判平21.4.14刑集63巻号331頁）、「当審は法律審であることを原則
としており、原判決の事実認定の当否に深く介入することにはおのずから限界
があり、慎重でなければならないのであって、当審における事実誤認の主張に
関する審査は、原判決の認定が論理則、経験則等に照らして不合理といえるか
どうかの観点から行うべきであることはいうまでもない。」（最判平23.7.25判
例時報2132号134頁）などと判示している。
411条号の法意については、二俣事件上告審判決（最判昭28.11.27刑集
巻11号2303頁）が、「公訴事実について自ら事実審査をする権能のない上告裁
判所においては、原判決に如何なる事実の誤認があるかを確定することができ
ない場合もあるから、右刑訴411条号の法意は、判決に影響を及ぼすべき重
大な事実の誤認があると疑うに足る顕著な事由があって、もしこの疑が存する
にかかわらず原判決を維持しその判決を確定させたとすれば著しく正義に反す
るときは、原判決に法令違反はなくても、これを破棄することも上告裁判所に
許したものといわなければならない。」と判示し、松川事件大法廷判決（最大
判昭34.8.10刑集13巻号1419頁）でもこれが是認されて、確立した判例とな
っていた。そして、八海事件第次上告審判決（最判昭43.10.25刑集22巻11号
961頁）は、「本件の核心は事実誤認の有無にこそ存するのであって、当事者に
おいてはもとより、本件の審理を担当した各審級の裁判官が心血をそそいで来
たのも、まさにこの点にほかならない。いまこれに思いをいたすならば、当審
としても刑訴法411条号に準拠し、被告人側の上告趣意及び検察官の答弁を
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契機として、この点に充分の検討を加え、事案の真相を洞察する必要を痛感す
るのである。しかし、事実審たる、審と異なり、制度上法律審であること
を原則とする上告審が、事実認定に関する判断の当否に介入するについては、
おのずから限界が存することもまたやむを得ないところである。法律が、上告
審は原判決の事実誤認が重大であり、かつ、これを看過することが著しく正義
に反すると認められる場合に限定して、原判決を破棄することができるとして
いるのも、書面審査による上告審が、事実認定の当否に深く介入することは、
かえって危険であり、国民の信頼をつなぐ所以でもないからである。また、そ
の介入の方法、限度についても、記録その他の証拠資料を検討して原判決の認
定に不合理なところがないか否かの事後審査をするにとどまるのが原則であっ
て、原判決の認定の当否を判断するために、あらたに事実の認定をするもので
ないことは、いうまでもない。」と判示した。上記平成21年判決、平成23年判
決は、これまでの最高裁の判例の立場を確認したものといえるのである。
なお、411条柱書きの「著しく正義に反する」とは、「同条各号の事由が主文
に影響し原判決を維持することが耐え難い場合を指す。」とされている（松尾
浩也監修・条解刑事訴訟法［第版］1092頁。河上和雄ほか編・大コンメンタ
ール刑事訴訟法［第版］595頁（原田國男執筆）も参照）。実務では、「著し
く正義に反しない」点を捉えて「不著反正義条項」とも呼ばれる。
上記のように上告審は、事実審とは異なり書面審理であり、不著反正義条項
があるにもかかわらず、原判決が破棄される事例が目立つし、その判決には反
対意見が付される事例も珍しくないことにかんがみると、上告審の審査方法と
その結論に整合性があるのか疑問の余地なしとしないが、具体的に事件の証拠
を検討する立場にない以上、結論の当否につきこれ以上立ち入ることは避け、
本稿では、原判決が破棄された最近の事例のうち、事実認定に関するものをい
くつか取り上げて紹介するとともに、若干のコメントを付することとしたい。
それには、①情況証拠による事実認定、②控訴審における事実審査の方法（刑
訴法382条の「事実の誤認」の意義）、③証拠能力に関するもの（前科証拠によ
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る犯人性の証明）、④証拠の証明力に関するもの（精神鑑定書の証明力）が含
まれる。
事実認定に関する最近の最高裁判例として、上記のほか、次のものが参考と
なる。
ア 最判平21.4.14刑集63巻号331頁、判例時報2052号151頁、判例タイムズ
1303号95頁
⑴ 上告審における事実誤認の主張に関する審査の方法
⑵ 満員電車内における強制わいせつ被告事件について、被害者とされた者
（当時17歳の女子高校生）の供述の信用性を全面的に肯定した第審判決
及び原判決の認定が是認できないとされた事例。
「当審（上告審）における事実誤認に関する審査は、当審が法律審であ
ることを原則としていることにかんがみ、原判決の認定が論理則、経験則
等に照らして不合理といえるかどうかの観点から行うべきである。」とし
て、上告審における事実審査の方法について判示した上、結論として、重
大な事実誤認を理由に、有罪とした原判決及び第審判決を破棄して、無
罪を言い渡した。多数意見（人）、反対意見（人）に分かれた事件で
ある。
イ 最判平21.9.25裁判集刑事297号301頁、判例時報2061号153頁、判例タイム
ズ1310頁123頁
殺人未遂等被告事件において、被告人と犯行とを結びつける唯一の証拠で
ある共犯者の証言の証拠価値に疑問があるとして、控訴審判決が破棄され、
控訴審裁判所に事件が差し戻された事例（原判決には、いまだ審理を尽くさ
ず、証拠の価値判断を誤り、ひいては重大な事実誤認をした疑いが顕著であ
るとした）。人の反対意見がある。
ウ 最判平23.7.25裁判集刑事304号139頁、判例時報2132号134頁、判例タイム
ズ1358号79頁
通行中の女性（当時18歳）に対し暴行、脅迫を加えてビルの階段踊り場ま
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で連行し、強いて姦淫したとされる強姦被告事件について、被害者とされた
者の供述の信用性を全面的に肯定した第審判決及び原判決の認定が是認で
きないとされた事例。
「当審は法律審であることを原則としており、原判決の事実認定の当否に
深く介入することにはおのずから限界があり、慎重でなければならないので
あって、当審における事実誤認の主張に関する審査は、原判決の認定が論理
則、経験則等に照らして不合理といえるかどうかの観点から行うべきである
ことはいうまでもない。」と判示し、結論としては、重大な事実誤認を理由
に、有罪とした原判決及び第審判決を破棄して、無罪を言い渡した。人
の反対意見がある。
エ 最決平24.2.22裁判所時報1550号119頁、判例時報2155号119頁、判例タイ
ムズ1374号107頁
この決定は、実母及び実子名を殺害し、その保険金等を詐取したとして
起訴された事案につき、被告人の自白の信用性を否定するなどして無罪とし
た第審判決を維持した原判決が是認された事例であるが、事実認定につい
て参考となるので紹介する。
本決定は、上記の上告審における事実審査の方法に則り、原判決を検討
し、「原判決に論理則、経験則等に照らし不合理な点があるかについて検討
する。……以上のとおり、被告人の自白については、その信用性を肯定する
方向に作用する複数の事情が認められ、その信用性は高いとみる余地も十分
にあるものの、原判決が被告人の自白について不自然、不合理であると指摘
する点は、いずれも論理則、経験則等に違反するものとはいえない。そし
て、原判決が、これらの点と、客観的情況証拠を含む、被告人の自白の信用
性を高める諸事情を総合的に評価した上で、結論として被告人の自白の信用
性を否定したことも、論理則、経験則等に照らして不合理であるということ
はできない。」とした。裁判官全員一致の意見である。
この事件で注目されるのは、被告人が、捜査官に対して自白したのみなら
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ず、実の妹らに対し、被告人の自白の核心部分が真実であることを前提とす
る内容の手紙を送るなどしている点である。本決定は、このような捜査官以
外の者に対する告白等は、性質としては飽くまで自白（あるいはこれに準ず
るもの）であるが、「その存在自体が、捜査官に対する自白を含めた全体と
しての被告人の自白の信用性判断において重要な要素となり得る」とし、そ
の一方で、その「証明力を判断するに当たっては、捜査官の影響下で捜査官
に対する自白の延長として行われたものではないか、言葉の多義性等に照ら
し、その言動が真に犯行を自認する趣旨のものといえるか、当時の被告人の
肉体や精神の状態に鑑みて真しな犯行の告白とみることに疑問はないかなど
の点について慎重に検討することが必要である。」としている。
 情況証拠による事実認定（情況証拠の総合評価）
最判平22.4.27刑集64巻号233頁、判例時報2080号135頁、判例タイムズ
1326号137頁
判例評釈等として、鹿野伸二「時の判例」ジュリスト1426号174頁（最高裁
調査官の判例解説）、原田國男「間接事実による犯人性推認のあり方」法学教
室360号40頁、片山真人「新判例解説」研修745号頁、鈴木一義「刑事判例研
究（）」法学新報117巻
＝号237頁、川上拓一「情況証拠による事実認
定─最高裁平成22年月27日第三小法廷判決についての覚書」研修749号頁、
前田雅英「合理的な疑いを容れない程度の証明」警察学論集64巻号128頁、
白取祐司「刑事裁判例批評（166）」刑事法ジャーナル26号97頁、中川武隆「情
況証拠による犯罪事実の認定」平成22年度重要判例解説239頁、豊崎七絵「最
高裁判例に観る情況証拠論─情況証拠による刑事事実認定論（）」九州大学
法政研究78巻号363頁、中川孝博・速報判例解説号209頁、同・速報判例解
説号185頁、福島 至「刑事訴訟法判例研究（25）」法律時報83巻＝10号
118頁、川崎英明「刑事訴訟法判例研究（26）」法律時報83巻12号124頁などが
ある。
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⑴ 本件は、当時44歳の被告人が、息子（養子）の妻 C（当時48歳）及びそ
の夫婦の長男 D（当時歳）を、息子宅であるマンションの B方で殺害し、
その後、同室内で放火したという殺人、現住建造物等放火の公訴事実で起訴さ
れ、第審で無期懲役、第審で死刑といずれも有罪の認定がなされたにもか
かわらず、最高裁において、審理不尽、事実誤認の疑いを理由に、第、審
判決がいずれも破棄され、事件が第審に差し戻された事件である。人の反
対意見がある。
本件においては、犯行目撃証言を含め、被告人と犯行を結び付ける直接的な
証拠が存在しなかった上、被告人は、捜査段階から一貫して、そもそも当時は
息子宅の所在を知らず現場に行ったこともないと否認していたため、情況証拠
から被告人が犯人と認定できるかどうか（被告人の犯人性）が最大の争点とな
っていた。
第審は、被告人の犯人性を推認させるいくつかの間接事実が証拠上認定で
きるとした上、これらの各事実が、相互に関連し合ってその信用性を補強し合
い、推認力を高めていることを理由に、被告人が本件犯行を犯したことについ
て合理的な疑いを容れない程度に証明がなされているとし、被告人を両罪につ
いて有罪と認め、第審は、第審判決の事実認定を是認した。そこで、被告
人が上告していたものである。
⑵ 本判決の多数意見（法廷意見）は、主として、①第審判決及び原判決
においては、いくつかの間接事実のうち、本件事件の翌日に被告人の DNA型
と一致する型を持つ細胞が付着したたばこの吸い殻本（以下「本件吸い殻」
という。）が現場マンション階段にある灰皿内から発見されたという事実が、
本件事件当日に被告人が同マンションに赴いた事実を推認させる中心的な根拠
とされていたところ（そのほか、被告人が当時使用していた車と同種・同色の
車が本件マンション付近で目撃されていること、本件犯行当日、被告人とよく
似た人物が本件マンション付近で目撃されていることが併せて考慮されてい
る）、この吸い殻について、被告人が事件当日に捨てたものではない具体的な
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可能性があるとして疑問が提起されているのに（被告人は、第審から、自分
が C 夫婦に対し、自ら使用していた携帯灰皿を渡したことがあり、Cがその
携帯灰皿の中に入っていた本件吸い殻を本件灰皿内に捨てた可能性がある旨の
反論をし、控訴趣意においても同様の主張がされていた）、この点について審
理が尽くされていないという点、②仮に、被告人が本件犯行当日に本件マンシ
ョンに赴いた事実が認められるとしても、他の間接事実を加えることによっ
て、室内において被告人が本件各犯行に及んだというところまで推認できるか
どうかにも疑問があるという点、を指摘し、これらの点についての第審及び
原審の審理、判断が是認できないとして、間接事実に関する審理不尽の違法、
事実誤認の疑いがあると判断した。
多数意見は、「刑事裁判における有罪の認定に当たっては、合理的な疑いを
差し挟む余地のない程度の立証が必要であるところ、情況証拠によって事実認
定をすべき場合であっても、直接証拠によって事実認定をする場合と比べて立
証の程度に差があるわけではないが（最決平19.10.16刑集61巻号677頁）、直
接証拠がないのであるから、情況証拠によって認められる間接事実中に、被告
人が犯人でないとしたならば合理的に説明することができない（あるいは、少
なくとも説明が極めて困難である）事実関係が含まれていることを要する。」
旨判示し、「本件において認定された間接事実は、以下のとおり、この点を満
たすものとは認められず、第審及び原審において十分な審理が尽くされたと
はいい難い。」と指摘した。
多数意見では、現場マンションの犯行現場に通じる階段の踊り場の灰皿内か
ら発見された本件吸い殻が、発見された際の状況等に照らして、間違いなく被
告人が事件当日当該灰皿の中に投棄したものと推認できるか否か（上記のとお
り、被告人の吸い殻が入った携帯灰皿を Cが過日同マンションに持ち帰り、
本件当日以前に Cが当該灰皿に投棄した可能性があるという論旨に対し、そ
のようなことはおよそあり得ないとまでいえるか）については、少なくともそ
のように断定することはできないとしたことが中心的な理由になっており、堀
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籠裁判官の反対意見は、本件吸い殻の変色の点を根拠に本件吸い殻が携帯灰皿
に捨てられものである可能性を否定することができないとする多数意見は、客
観的証拠の評価を誤ったものであるとするのである。
多数意見は、また、「仮に、被告人が本件事件当日に本件マンションに赴い
た事実が認められたとしても、認定されている他の間接事実を加えることによ
って、被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明できない（あるいは、少
なくとも説明が極めて困難である）事実関係が存在するとまでいえるかどうか
にも疑問がある。すなわち、第審判決は、被告人が犯人であることを推認さ
せる間接事実として、上記の吸い殻に関する事実のほか、①動機面について、
被告人は、本件当時、背信的な行為を取り続ける Bに対し、怒りを募らせる
一方、自分からの誘いを拒絶した上で、Bと行動を共にし、被告人の立場から
見れば Bに追随するかのような態度を見せていた Cに対しても、同様に憤り
の気持ちを抱くようになったことが推認できること、②被告人は、本件事件当
日の夕方、朝から仕事に出ていた E（被告人の妻）を迎えにいく約束をしてい
たにもかかわらず、特段の事情がないのにその約束を違え、C及び Dが死亡
した可能性の高い時刻ころに自らの携帯電話の電源を切っており、Eに迎えに
行けないことをメールで伝えた後、出火時刻の約20分後に至るまでの間同女に
連絡を取っていないなど、著しく不自然な点があるが、これらについては、被
告人が犯人であると考えれば、合理的な説明が可能であり、得心し得るもので
あること、③被告人の本件事件当日の自身の行動に関する供述は、あいまいで
漠然としたものであり、不自然な点が散見される上、不合理な変遷も見られ、
全体として信用性の乏しいものであって、被告人は、特段の事情がないのに同
日の行動について合理的説明ができていないこと、を指摘するが、第審判決
が掲げる間接事実のみで被告人を有罪と認定することは、著しく困難であると
いわざるを得ない。
そもそも、このような第審判決及び原判決がなされたのは、第審が限ら
れた間接事実のみによって被告人の有罪を認定することが可能と判断し、原審
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もこれを是認したことによると考えられるのであり、前記の「被告人が犯人で
ないとしたならば合理的に説明することができない（あるいは、少なくとも説
明が極めて困難である）事実関係」が存在するか否かという観点からの審理が
尽くされたとはいい難い。本件事案の重大性からすれば、そのような観点に立
った上で、第審が有罪認定に用いなかったものを含め、他の間接事実につい
ても更に検察官の立証を許し、これらを総合的に検討することが必要である。」
旨判示している。
⑶ 本稿では、本件吸い殻や他の情況証拠の証明力（証拠評価）についての
判断の当否を具体的に問題とするのではなく、本判決が、「情況証拠によって
認められる間接事実中に、被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明する
ことができない（あるいは、少なくとも説明が極めて困難である）事実関係が
含まれていることを要する」と判示した点（以下「本件判示」ともいう。）に
おいて、情況証拠からの有罪認定に際して何らかの新たな判断方法ないし基準
を示したものかどうかという点を取り上げて検討することにしたい。
情況証拠の定義には様々な考え方があるが、一般的には、直接証拠と間接証
拠とを区別し、要証事実を直接証明するのに用いる証拠を直接証拠といい、要
証事実を直接証明することはできないが、これを推認させる事実（間接事実）
を証明するのに用いる証拠を間接証拠といい、これが情況証拠と呼ばれてい
る。また、間接証拠から認定される事実（間接事実）のことも情況証拠と呼ぶ
ことが多い（中川武隆・植村立郎・木口信之「情況証拠の観点から見た事実認
定」（司法研究報告書42輯号）頁参照）。本判決では、「情況証拠によって
認められる間接事実」という表現を用いている。
そして、情況証拠による総合認定については、本判決で引用する最決平19.
10.16刑集61巻号677頁は、次のように判示している。
「刑事裁判における有罪の認定に当たっては、合理的な疑いを差し挟む余地
のない程度の立証が必要である。ここに合理的な疑いを差し挟む余地がないと
いうのは、反対事実が存在する疑いを全く残さない場合をいうものではなく、
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抽象的な可能性としては反対事実が存在するとの疑いをいれる余地があって
も、健全な社会常識に照らして、その疑いに合理性がないと一般的に判断され
る場合には、有罪認定を可能とする趣旨である。そして、このことは、直接証
拠によって事実認定をすべき場合と、情況証拠によって事実認定をすべき場合
とで、何ら異なるところはないというべきである。」
情況証拠による総合認定については、拙稿「刑事裁判例批評（75）」刑事法
ジャーナル11号144頁参照。
上記判例（平成19年決定）の前段部分（判示事項）については、窃盗被告
事件上告審判決である最判昭和23.8.5刑集巻号1123頁は、「元来訴訟上の
証明は，自然科学者の用ひるような実験に基くいわゆる論理的証明ではなくし
て、いわゆる歴史的証明である。論理的証明は「真実」そのものを目標とする
に反し、歴史的証明は「真実の高度な蓋然性」をもって満足する。言いかえれ
ば、通常人なら誰でも疑いを差挟まない程度に真実らしいとの確信を得ること
で証明ができたとするものである。だから論理的証明に対しては当時の科学の
水準においては反証というものを容れる余地は存在し得ないが、歴史的証明で
ある訴訟上の証明に対しては通常反証の余地が残されている。」と判示してい
る。
次に、後段部分（判示事項）については、弁護人が上告趣意で引用した最
判昭48.12.13判例時報725号104頁（いわゆる長坂町放火事件上告審判決）との
関係で、その趣旨を理解する必要がある。この事案は、現住建造物等放火被告
事件で、専ら情況証拠による事実認定が問題となった事例であるが、第審
は、犯罪の証明は不十分であるとして無罪を言い渡したのに対し、第審は、
これを破棄して有罪を言い渡した。上記昭和48年判決は、「刑事裁判において
「犯罪の証明がある」ということは「高度の蓋然性」が認められる場合をいう
ものと解される。右にいう「高度の蓋然性」とは、反対事実の存在の可能性を
許さないほどの確実性を志向したうえでの「犯罪の証明は十分である」という
確信的な判断に基づくものでなければならない。この理は、本件の場合のよう
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に、もっぱら情況証拠による間接事実から推論して、犯罪事実を認定する場合
においては、より一層強調されなければならない。」と判示し、本件において
は、公訴事実につき犯罪の証明が十分でないとして、第審判決を破棄し無罪
を言い渡した。この昭和48年判決については、これまで、情況証拠による事実
認定に際しては、通常の証明の程度より高度な証明を要求している趣旨の判例
としてとらえられる傾向が見られた。
しかし、専ら情況証拠による場合の事実認定が、目撃供述、被告人本人や共
犯者の自白等といった直接証拠による事実認定（直接証拠と情況証拠を総合考
慮して事実認定を行う場合を含む。）と、証明の程度において質的に異なるも
のではない。いずれも、合理的な疑いを容れない程度の立証がなされているか
ということが有罪か否かの基準となることに変わりはなく、このことは実務上
も異論のないところであると思われる。ただ、昭和48年判決は、上記のとお
り、情況証拠による事実認定に際しては、直接証拠による証明の程度より高度
な証明を要求している趣旨の判例としてとらえられる傾向がみられたところか
ら、平成19年決定は、有罪認定においては、「直接証拠によって事実認定をす
べき場合と、情況証拠によって事実認定をすべき場合とで、何ら異なるところ
はないというべきである。」として、いわゆる長坂町放火事件上告審判決のミ
スリーディングな部分を排除したものといえる。すなわち、平成19年決定を紹
介した判例時報（1988号159頁）のコメントは、「間もなく開始される裁判員制
度の下では、犯罪の立証における「合理的な疑い」の意義や、情況証拠による
事実認定の在り方等が問題として提起される可能性は少なからずあるように思
われるが、ややミスリーディングな説示を含む昭和48年判例の下では、これを
正解しない当事者から、同判例に依拠して、「判例によれば、情況証拠に基づ
く立証では、直接証拠に基づく立証よりも高度な証明が必要とされている。」
などと、裁判員に向けたアピールがなされる事態なども考えられないではなか
った。本決定が示されたことにより、そのような懸念が払しょくされるのでは
ないかと思われる。」と指摘しているが、その指摘が的を射ているように思わ
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れる。この点につき、最高裁判例解説刑事篇平成19年度432頁（松田俊哉）参
照。
⑷ 本判決は、本件判示において、情況証拠からの有罪認定に際して何らか
の新たな判断方法ないし基準を示したものか、端的にいえば、本判決が昭和48
年判決の基準に回帰したのであろうか。
藤田裁判官の補足意見は、「本件における各間接事実は、その一つ一つを取
ってみる限り、……さほど強力な根拠として評価し得るものではなく、たばこ
の吸い殻の DNA型を除いては、むしろ有罪の根拠としては薄弱なものである
とすら言えるのではないかと思われる。本件において認定されている各事実
は、上記に見たように、いずれも、被告人が犯人である可能性があることを示
すものであって、仮に被告人が犯人であると想定すれば、その多くが矛盾なく
説明されるという関係にあることは否定できない。しかし一般に、一定の原因
事実を想定すれば様々の事実が矛盾なく説明できるという理由のみによりその
原因事実が存在したと断定することが、極めて危険であるということは、改め
て指摘するまでもないところであって、そこで得られるのは、本来、その原因
事実の存在が仮説として成立し得るというだけのことに過ぎない。「仮説」を
「真実」というためには、本来、それ以外の説明はできないことが明らかにさ
れなければならないのであって、自然科学における真実の発見と刑事裁判にお
ける事実認定との間における性質の違いを前提としたとしても、少なくともこ
の理論上の基本的枠組みは、後者にあっても充分に尊重されるのでなければな
らない。これを本件について見るならば、被告人が犯人と断定するためには、
「被告人が犯人であることを前提とすれば矛盾なく説明できる事実関係」に加
えて更に、「被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明できない（あるい
は、少なくとも説明が極めて困難である）事実関係」の存在が立証されること
が不可欠であるというべきである。有罪の認定に関し「合理的な疑いを差し挟
む余地がないというのは、反対事実が存在する疑いを全く残さない場合をいう
ものではなく、抽象的な可能性としては反対事実が存在するとの疑いを入れる
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余地があっても、健全な社会常識に照らして、その疑いに合理性がないと一般
的に判断される場合には、有罪認定を可能とする趣旨である」という考え方
は、当審判例の示すところであるが（多数意見が掲げる平成19年10月16日第一
小法廷決定）、いうまでもなく、本件については上記に述べた私の考え方はこ
れと矛盾するものではない。むしろこの判例の趣旨が、個別に見れば証明力の
薄いいくつかの間接証拠の積み重ねの上に、「被告人が犯人であるとすればそ
の全てが矛盾無く説明できるが故に被告人が犯人である」とする「総合判断」
を広く是認する方向へ徒に拡大解釈されることは、厳に戒められなければなら
ないと考えるものである。」と指摘している。
この補足意見にも照らすと、情況証拠からの有罪認定に際して新たな判断方
法ないし基準を示したものと考えられなくもない。
なお、堀籠裁判官の反対意見が「上記概念は、間接事実からの認定につき、
一部実務家が提唱していた概念と同一内容のものである」と指摘する点につい
てみると、多数意見の説示と同趣旨の見解は、これまでにも見られたところで
ある。例えば、斎藤朔郎「刑事訴訟論集」239頁（上掲中川武隆ほか「情況証
拠の観点から見た事実認定」（司法研究報告書42輯号）29頁が、「合理的な疑
いを越えた証明」とは「合理的な仮説を容れない程度の証明である」と説明
し、その内容を敷衍したものとして引用する。）においては、「綜合の結果とし
ての結論は、合理的な判断によると、唯一の結論でなければならない。合理的
な判断によって、その結論と矛盾する他の仮定を許すようなものであってはな
らないのである。従って、その認定せられた要証事実を真実なりとして始め
て、一切の間接事実は相互に関連して共存する関係が、矛盾なく説明できると
共に、他の如何なる別の事実を仮定しても、かかる矛盾のない関連関係が、到
底説明できないというテストに、堪えるものでなければならない。」と説かれ
ていた。
⑸ 本件判示は、二重否定の形を採っており、それ自体やや分かりにくい
上、堀籠裁判官の反対意見が指摘するように、「被告人が犯人でないとしたな
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らば合理的に説明することができない（あるいは、少なくとも説明が極めて困
難である）事実関係」という概念は必ずしも明確ではない。この概念が個の
間接事実中に「被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明することができ
ない事実関係」が含まれていることを要する趣旨であれば、明らかに誤りであ
る。なぜなら、その個の間接事実があれば十分であり、他方、それがなけれ
ば認定することができないことを意味し、複数の間接事実を総合して認定する
ことを否定する趣旨であると解されかねないからである。そうであるとすれ
ば、複数の間接事実、特に多数の間接事実を総合して被告人が犯人であると認
定する場合には、「被告人が犯人でないとしたならば合理的に説明することが
できない事実関係」があるとは、まさしく被告人が犯人であることが合理的疑
いを容れない程度に立証された場合と同意義になり、そうすると、このような
概念を敢えて定立することの必要性はないように思われる。
仮に、被告人が犯人でないとしても合理的に説明することができる事実関係
しかないとすれば、犯人性の証明ができていないことは明らかである。また、
被告人が犯人であるとすれば合理的に説明することができるということは、犯
人性の証明にあっては一つの情況証拠に過ぎない。これにより被告人が犯人で
あることが合理的な疑いを容れない程度に立証されたといえないことも明らか
である。
それでは、これが、犯人でしか合理的に説明することができない事実関係が
存在することを意味するとすれば、それは犯人であることが合理的な疑いを容
れない程度に証明されたといえよう。すなわち、自白の信用性についての一つ
の判断基準をなす秘密の暴露ないしはこれに類する事実関係が存在するといえ
るから、犯人性の証明はなされたといえる。しかし、ここまでの事実関係の存
在を求めることは不合理であろう。本判決が「秘密の暴露」（一般に、「真犯人
でなければ知り得ない重要事実であり、かつ、捜査機関にとり未知であった事
実を被疑者が任意に供述し、その事実の確実な裏付けが取れたこと」と定義さ
れる。）又はこれに類する事実関係の存在を要求しているとは解されない。こ
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れを要求するとすれば、刑事裁判の実務から乖離した余りにも過大な要求であ
る。被告人が事実関係について黙秘した場合は当然として、自白した場合にお
いても、全ての事実関係を正直に供述するわけではなく、一部の事実を秘匿し
たり、虚偽の事実を付加したりすることはあり得るからである。
上記概念を用いることは、合理的疑いを容れない程度の立証は何かを説明す
るためのものであるとしても、その趣旨の曖昧さも手伝って、「合理的疑いを
容れない程度の立証」というこれまで一般的に用いられた概念とは独立したも
のとして独り歩きする危惧があるといわねばならない。
⑹ 本判決は、冒頭で、刑事裁判における有罪の認定に当たっては、合理的
な疑いを差し挟む余地のない程度の立証が必要であるところ、情況証拠によっ
て事実認定をすべき場合であっても、直接証拠によって事実認定をする場合と
比べて立証の程度に差があるわけではない旨、平成19年決定を引用して明言し
ている点に注目すべきであろう。
被告人の犯人性が争われた和歌山毒カレー事件上告審判決（最判平21.4.21
判例時報2043号153頁。本判決と同じ裁判官の構成による第三小法廷判決）は、
犯人性の証明について、被告人と犯行との結び付きを推認させる間接事実を具
体的に挙げてこれを肯定している。すなわち、被告人がその犯人であること
は、①上記カレーに混入されたものと組成上の特徴を同じくする亜砒酸が、被
告人の自宅等から発見されていること、②被告人の頭髪からも高濃度の砒素が
検出されており、その付着状況から被告人が亜砒酸等を取り扱っていたと推認
できること、③上記夏祭り当日、被告人のみが上記カレーの入った鍋に亜砒酸
をひそかに混入する機会を有しており、その際、被告人が調理済みのカレーの
入った鍋のふたを開けるなどの不審な挙動をしていたことも目撃されているこ
となどを総合することによって、合理的な疑いを差し挟む余地のない程度に証
明されていると認められる（なお、カレー毒物混入事件の犯行動機が解明され
ていないことは、被告人が同事件の犯人であるとの認定を左右するものではな
い。）と説示している。この事件では、被告人が一貫してカレー毒物混入事件
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について犯行を否認し、第審公判では黙秘を貫いていたこともあって、動機
は解明されなかった。
同じ第三小法廷で本判決（平成22年判決）より約年前に言い渡された上記
判決では、平成19年決定と同様に情況証拠による総合認定をしているのであっ
て、本判決のような判示は見られない。ただ、上記判決と本判決とを比較する
と、前者の方が主要事実の推認力の強い情況証拠（間接事実）が認定されてい
ることは判文上明らかであるように思われる。
形式的な理由になるが、本判決は、判例集でも、事例判例とされており、判
決要旨においても、「殺人、現住建造物等放火の公訴事実について、間接事実
を総合して被告人が犯人であるとした第審判決及びその事実認定を是認した
原判決は、認定された間接事実中に被告人が犯人でないとしたならば合理的に
説明することができない（あるいは、少なくとも説明が極めて困難である）事
実関係が含まれているとは認められないなど、間接事実に関する審理不尽の違
法、事実誤認を疑いがあり、刑訴法411条号、号により破棄を免れない。」
とされており、本件判示が独立の判示事項、判決要旨とされていないことも指
摘しておこう。
⑺ 本件判示につき、最高裁調査官の判例解説（鹿野伸二・上掲ジュリスト
1426号176頁）や、上掲判例タイムズ1326号138頁、判例時報2080号137頁（上
記判例紹介のコメント）は、次のように指摘しているが、まことに的を射た説
明といえよう。すなわち、この点については、本件判示が前提しているところ
の反対の場面、すなわち、「被告人が犯人でないとしても合理的に説明できる
事実関係しか存在しない」という場面を想定すれば、それは、他に犯人が存在
する可能性があるということであるから、そのような事実関係しか存在しない
ならば被告人を有罪と認定することができないのは当然である。また、本件判
示において、「事実」ではなく、「事実関係」とされていることからすれば、こ
れが決め手となる個の事実の存在を求めるものではなく、多数の事実を総合
判断した評価としてそうなることを求めているものと理解されるように思われ
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る。したがって、また、有力な間接事実を積み重ね、犯人性を推認していくと
いう事実認定の手法を否定する趣旨のものではないであろう。そして、本判決
は、情況証拠から被告人を有罪とした、審の判断を維持した上記最一小決
平19.10.16を引用しつつ、「情況証拠によって事実認定をすべき場合であって
も、直接証拠によって事実認定をする場合と比べて立証の程度に差があるわけ
ではない。」と判示しており（藤田裁判官の補足意見においても、前記のよう
な考え方は上記最一小決と矛盾しないと述べられている。）、このことからして
も、本件判示は、有罪認定のための新たな基準を定立したものではなく、事実
認定判断の際の視点の置き方について注意を喚起しようとしたものではないか
と考えられる。
本件判示は、被告人の有罪方向を示す多数の情況証拠がある場合に、ややも
すれば、「被告人が犯人であるとすればこれらの情況証拠が合理的に説明でき
る」ということのみで有罪の心証を固めてしまうおそれがあることに対し、上
記のような観点から警鐘を鳴らそうとしたもの理解されるところである。
本件においては、事実誤認の疑いのみが破棄理由とされているのではなく、
審理不尽が理由となっていることは、刑事事件の審理を行う下級審裁判所にお
いて今後注意すべき点であるように思われる。すなわち、本判決においては、
検察官による主張に対して被告人側から具体的な反論がなされている場合に
は、他の証拠によって有罪の心証に強く傾いたとしても、その反論を安易に排
斥することなく、その反論が有罪認定に対する具体的な疑問を生じさせる可能
性があるかどうかを慎重に検討し、必要に応じてその点に関する主張立証を尽
くさせるよう配慮すべきである旨が示唆されているものと考えられる。
本件の担当調査官により、以上の趣旨の説明がされているのである。
他の判例評釈を見てみよう。
原田・上掲法学教室360号46頁は、藤田裁判官の補足意見を参照しつつ、情
況証拠により事実認定をすべき場合に、直接証拠による場合に比べ、立証のレ
ベルを引き上げたものではないと指摘している。また、原田國男「情況証拠に
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よる事実認定」（刑事訴訟法判例百選［第版］137頁）は、この「被告人が犯
人でないとしたならば合理的に説明することができない（あるいは、少なくと
も説明が困難である）」というのは、「被告人が犯人でないとしても合理的な説
明ができること（他者の犯人可能性）の否定を意味している」と指摘している
が、他者の犯人可能性を否定するとは、要するに、被告人以外の他人が犯人で
ある可能性（合理的疑い）を否定することを意味するから、これは被告人が犯
人であることが合理的疑いを超えて立証できたことを意味することにほかなら
ない。新たな基準を定立したとは解されないのである。
片山・上掲研修745号31頁は、「（上記判旨部分は）平成19年決定を変更する
ものでも、犯罪事実の認定に必要な証明の程度について「合理的な疑いを差し
挟む余地のない程度の立証」よりも厳格な立証を求めるものではないと思われ
る。判旨部分の射程についてはなお検討の要があるものの、少なくとも、本件
との関係では、判旨部分は「合理的な疑いを差し挟む余地のない程度の立証」
という基準を、間接事実の積み重ねによって犯人性を立証するという本件の事
案に即して言い換えたものにすぎないと理解すべきものではなかろうか。」と
指摘している。川上拓一・上掲研修749号10頁、中川武隆・上掲平成22年度重
要判例解説240頁、前田雅英・上掲警察学論集64巻号134頁も同趣旨の見解で
ある。
また、鈴木一義・上掲法学新報117巻
＝号264頁は、「間接事実から要証
事実を推認する過程においては、要証事実との関係で間接事実が持つ意味合い
について、方向性の異なる複数の仮説が考えられたり、間接事実自体に多義的
な解釈を容れる余地があるのに、これらを看過して、被告人が犯人であるとい
う検察官が設定した仮説とは異なる合理的な仮説や解釈を排除できるかという
点の検証を怠ることが誤謬の原因であって、法廷での審理において立証された
間接事実から、被告人が犯人であると推認できるとの一応の心証が形成された
場合であっても、それを批判的に見て、他の合理的仮説を容れる余地がないか
どうかを確認した上で、最終的な心証形成を行うことが不可欠である（中里智
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美「情況証拠による事実認定」木谷 明編著「刑事事実認定の基本問題［第
版］315頁以下参照）という議論は、従前より普遍的に認識されて来た見解と
言ってよいと考える。このように考えれば、立証程度に差はないが、推認過程
の適正さについて差があるため、少なくとも情況証拠においては、慎重な判断
を行うべきであることを本判決は確認したものと解することが可能であるよう
にも思われる。」旨指摘して、判示部分自体は、独立の基準ではないとするこ
とができるとしている。
他方、この点につき、「積極証拠（間接事実）の中に推認力が相当程度高い
ものが含まれていなければならないことを要求したものであり、それは、冤罪
発生の防止という政策的観点から、間接事実の証明に制限をかけたものであ
り、当該ルールを適用できない情況にある場合には合理的疑いを超えた証明が
あると判断することを許さない外在的ルールである。」とする見解（中川孝
博・上掲速報判例解説号211頁、同号187頁）、「少なくとも、単独で主要事
実を推認するに足る間接事実、いわば犯人性推認の「決め手」の存在が必要で
あることを示したもの。」とする見解（村岡啓一「情況証拠による事実認定論
の現在─最高裁第三小法廷平成22年判決をどう読むか」（村井敏邦先生古稀記
念論文集 人権の刑事法学」682頁）、情況証拠による犯人性の認定の際には、
クリアすべき基準を設定したとする見解（福島 至・上掲法律時報83巻＝10
号119頁、川崎英明・上掲法律時報83巻12号126頁）がある。
しかし、「積極証拠（間接事実）の中に推認力が相当程度高いものが含まれ
ていなければならないことを要求したもの」（中川説）とは、具体的あてはめ
において如何なる間接事実をいうのか、その基準なり類型なりが不明確である
し、村岡説が、単独で主要事実を推認するに足る間接事実が必要であるという
のであれば、主要事実は常に個の間接事実から推認されなければならないこ
とになり、主要事実を認定するための総合評価を否定することを意味し、相当
でないと思われる。
また、「情況証拠しかない事案において、間接事実が、主要事実を認定する
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ための総合評価に参加させることができない程、推認力が弱いとの評価を免れ
るためには、少なくとも、その総合評価に参加する前に、第次間接事実とし
て合理的疑いを容れない程に証明されなければならないのであり、かかる要求
の適用外となるような「相互補完的な関係にある事実」なるものはないという
ことである。主要事実を認定するための総合評価に参加する各間接事実に対し
て、相当強度の推認力─少なくとも、第次間接事実であることーを要求する
ものと解する。これは、要するに、単体としての各間接事実の推認力の程度が
問われているという解釈の一種である。従って、この説示の趣旨は、「証明力
が薄いかまたは十分でない情況証拠を量的に積み重ねるだけであって、それに
よってその証明力が質的に増大するものではない」とする昭和48年判決の説示
のそれに等しい。」とする見解（豊崎七絵・上掲九州大学法政研究78巻号384
頁以下）もある。この見解は、主要事実を認定するためには、主要事実の推認
につながる複数の第次間接事実による総合評価が必要であり、主要事実を推
認させる方向での間接事実は、自身が参加する総合評価の前に、合理的疑いを
容れない程度に証明されなければならない、個々の間接事実が相互補完的な関
係にある場合にもその例外は認められない、従来議論されて来た間接事実それ
自体の推認力評価の在り方よりも、間接事実のレベル（第次間接事実か否
か）をチェックする作業をする方が客観性・論理性という点では優れている、
と指摘するのである。この見解も、情況証拠による総合認定を否定するもので
はなく、実質的には、情況証拠（間接事実）の存在の確実性及びその事実の主
要事実に対する推認力評価の判断を厳格に行うことを指摘しているものといえ
るのである。
以上、本判決の解説等をも参考としつつ検討してきたが、本判決は、情況証
拠による犯人性の証明について、直接証拠による証明の場合と異なった新たな
認定基準を定立したものではないと解するのが相当であり、上記昭和48年判例
の基準に回帰したものではないというべきである。
⑻ ここで、刑事裁判における心証形成の実際について触れてみたい。「適
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正な事実認定は、刑事裁判の命である」といわれる。法律の適用がしやすいよ
うに事実を曲げてはいけないし、結論ありきで反対事実を切り捨ててもいけな
い。裁判実務家は、日々の事件処理に誠実に取り組むことにより、また、日々
の勉強を通じて、適正な事実認定能力を身に付けるよう精進し、誤りなきを期
しているのである。
「心証形成は、丸い円環（○）の如きものである」、「事実は、証拠をして語
らしめなければならない」といわれる。私の刑事裁判官としての長い実務経験
からすると、まことに的を射た表現であると思われる。証拠及び証拠から認め
られる事実が円としてつながれば有罪の心証ができたといえるが、どこかに綻
びができてこれがつながらなければ，有罪の心証が形成されたとはいえない。
反対事実や合理的な疑問の存在により、この円環に綻びが生じれば、有罪とす
ることはできないのである。
また、事実認定は、一定の仮説を立て、これに疑問視すべき点はないかを検
証する過程であるとか（香城敏麿「刑事訴訟法の構造」47頁）、一定の心証を
形成し、これを分析的・論理的判断によりチェックして最終的な心証形成を行
うといった説明もなされている（小林充「刑事裁判と事実認定」司法研修所論
集110号71頁）。
事実認定の実際の場面においては、被告人の有罪方向を示す多数の証拠（情
況証拠を含む）がある場合に、ややもすれば、「被告人が犯人であるとすれば
これらの証拠（情況証拠）が合理的に説明できる」として、反対証拠を切り捨
て、又は軽視する危険がないとはいえない。このような「有罪心証への雪崩現
象」に陥ることを厳に警戒するとともに、証拠の総合によるアナザー・ストー
リー（another story、別の仮説）の余地がないかどうかを検討する必要がある
のである。
これを情況証拠による事実認定について考えてみることにする。
直接証拠はその証明方向が一義的であって、個の証拠でも証明の目的を達
することが可能であるのに対し、情況証拠は証明方向が多義的であり、証明の
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目的を達するには、通常複数の証拠が必要となる。そこで、情況証拠によって
はそれによって証明される間接事実の分析・評価に際して様々な解釈・推論の
余地があり、場合によっては証明しようとする事実と反対の事実を推定できる
余地があるだけに、個の証拠では足りず、通常は複数の証拠を総合的に評価
することが必要であると指摘されている（安井哲章「刑事判例研究（）」法
学新報111巻＝号443頁）。
情況証拠から主要事実を推理する際の思考の整理に役立てるために、要証事
実を肯定する積極的情況証拠、これを否定する消極的情況証拠、主要事実の存
在時期に対する時間的先後関係から見た、予見的情況証拠、同時的情況証拠、
回顧的情況証拠に分類するのが普通である。情況証拠から主要事実を推理する
に際して遵守すべき事項として、①推理の過程が論理法則及び経験則に反しな
いこと、②情況証拠は多数近接的多角的になるほどよいこと、③情況証拠自体
の証明が十分であること、が挙げられている（詳細は、森岡茂「情況証拠によ
る認定」証拠法大系Ⅰ254頁）。また、情況証拠により推認すべき事実の内容や
その推認力には差異があるから、個別の事案において、情況証拠を階層的に分
類して推認力（証明力）を検討することが有用である（植村立郎「情況証拠」
刑事訴訟法の争点〔第版〕157頁）。
このような情況証拠による事実認定においては、情況証拠の認定、情況証拠
に対する評価、情況証拠に基づく推論の過程が適正でなければならない。上記
のような情況証拠の分類、推理の準則等を念頭においた上で、個々の事案にお
いて、情況証拠の存在を認定し、その情況証拠の推認力（証明力）を、他の情
況証拠との関係を含めて分析し、その上でそれらを総合して、心証形成の円環
ができるかどうかを判断すべきである。反対事実については、それが証拠上認
定できるものであるかどうか、認定できるとして、その存在（消極的情況証
拠）が、上記心証形成の円環に綻びを生じるものであるかどうかを判断しなけ
ればならない。証拠上の裏付けのない「合理的な疑問」についても同様であ
る。このような分析を怠れば、森を見て木を見ないといわれ、総合を怠れば、
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木を見て森を見ないという批判を受けるのであって、いずれも適正な事実認定
といえない。この場合注意すべきことは、たとえ一つの情況証拠は主要事実と
の結び付きが軽微であっても、多角的な数個の情況証拠が相互に関連すること
によりその蓋然性が強まるということである。すなわち、仮に、個々の事実を
独立して検討すると、その証明の程度が、主要事実の存在について合理的な疑
いを容れない程度に達していると認められない場合であっても、個々の情況証
拠を全体として総合して考えると、その証明の程度が合理的な疑いを容れない
程度に達していると判断できる場合があり得るのである。
事実認定における分析と総合の関係について、第審の無罪判決を破棄して
有罪を言い渡した大阪高判昭和53.7.18判例時報938号135頁（事案は殺人・死
体遺棄事件）は、「原判決は、……情況証拠ないし自白の裏付け証拠を検討す
るにあたり、それぞれの証拠のもつ価値をそれ相応に評価するという態度に出
ず、何がしかの反対事実の存在の可能性がある場合には、そのことを根拠とし
て、その証拠価値を全面的に否定し去るという態度をとっているようである。
……さらに、右の判断方法と関連し、原判決は、全証拠を総合して全体的な判
断を下すことをせずに、これを個々別々に切り離して判断し、ために全体的な
証拠の判断に誤りを生じる結果となっていることを指摘しなければならない。
すなわち、原判決にいう「きめ手」となる証拠あるいは「断定」できる証拠
は、それのみで被告人を真犯人と断定し又は自白の信用性に対する一切の疑念
を払拭するような証拠という意味であろうが、そのような証拠は、目撃者、指
紋などの特殊なものに限られるのであるから、そのような性質の証拠でないか
らという理由で情況証拠又は信用性担保の証拠としての価値を否定し去るとす
れば、極めて不当な結果となるといわなければならない。」と判示しているが、
参考となろう。
今後、犯罪の多様化に伴い、被告人の自白や犯行目撃証言等の直接証拠が得
られない事件も増えることも予想され、裁判実務においてますます、情況証拠
の総合による事実認定が有力になることは間違いない。また、裁判員裁判にお
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いては、公判前整理手続による争点の絞り込み、証拠の整理が行われ、連日的
開廷の上、口頭主義、公判中心主義の要請から、証人尋問も簡潔でポイントを
突いた尋問によりできるだけ短時間に終了させることが必要となる。訴訟当事
者は、提出証拠の厳選、減量化を、供述調書や証言は簡潔であることが求めら
れる。このような中で、信用性の判断の前に供述の任意性や特信性といった証
拠能力が問題とならず、証明力の判断が中心となる情況証拠による事実認定方
法は有用である。また、実務においては、外国人事件について、犯罪の主観的
要素の通訳の正確性を巡って争われることが少なくないが、情況証拠による立
証を重視すれば、このような争いを少なくすることができるであろう。情況証
拠による事実認定は今後ますます利用され、裁判実務家はその面の事実認定能
力を磨くよう修練を積むことが要請される。
情況証拠による事実認定に関しては、本文中に引用した中川武隆・植村立
郎・木口信之「情況証拠の観点から見た事実認定」（司法研究報告書42輯号）
のほか、石井一正・刑事事実認定入門［第版］114頁、岩瀬徹「情況証拠に
よる事実認定」刑事訴訟法判例百選〔第版〕142頁、原田國男「情況証拠に
よる事実認定」刑事訴訟法判例百選［第版］136頁、池田修「事実認定にお
ける分析的検討と総合的評価について」原田國男ほか編「刑事裁判の理論と実
務─中山善房判事退官記念」307頁、植村立郎「実践的刑事事実認定と情況証
拠［再訂版］」、同「実践的な刑事事実認定論（概論）」小林充・植村立郎編
「刑事事実認定重要判決50選上［補訂版］頁、木口信之「情況証拠による事
実認定─裁判の立場から」新刑事手続Ⅲ71頁、中里智美「情況証拠による事実
認定」木谷 明編著「刑事事実認定の基本問題［第版］326頁、田崎文夫・
龍岡資晃・田尾健二郎「自白の信用性」（事実認定教材シリーズ第号）など
が参考となる。
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 控訴審における事実審査の方法（刑訴法382条にいう事実誤認の
意義等）
最判平24.2.13刑集66巻号482頁、判例時報2145号頁、判例タイムズ1368
号69頁
本判決に関し、刑事法ジャーナル33号37頁以下に、「事実誤認の意義」の特
集記事がある。また、判例解説等として、上岡哲生「時の判例」ジュリスト
1444号104頁（最高裁調査官の判例解説）、髙﨑秀雄「刑事控訴審における事実
誤認の審査」法律のひろば65巻
号45頁、後藤 昭「刑訴法382条にいう事実
誤認の意義とその判示方法」平成24年度重要判例解説187頁、前田雅英「控訴
審と上告審の判断の在り方」警察学論集65巻号153頁、田淵浩二「控訴審に
おける事実誤認の審査」法律時報84巻号48頁、土本武司「刑訴法382条にい
う「事実誤認」の意義等」判例評論652号37頁、樋上慎二「事実誤認における
合理性審査──最高裁平成24年月13日判決を踏まえて──」刑事法ジャーナ
ル36号82頁がある。
本判決は、①刑訴法382条にいう事実誤認の意義、②刑訴法382条にいう事実
誤認の判示方法、③覚せい剤を密輸入した事件について、被告人の故意を認め
ず無罪とした第審判決に事実誤認があるとした原判決に、刑訴法382条の解
釈適用を誤った違法があるとされた事例を判示事項とするものである。
⑴ 本件は、裁判員裁判による第審の無罪判決を、高裁が事実誤認を理由
として破棄し、その判断の当否が争われた事案である。被告人は、空路マレー
シアから帰国したが、空港税関の検査により、バッグの中のチョコレート缶か
ら覚せい剤合計約 kgが発見され、覚せい剤営利目的輸入罪と関税法違反の
罪で起訴された。
被告人は、本件チョコレート缶について、知人から偽造旅券の日本への密輸
を依頼されてマレーシアを訪れ、偽造旅券を受け取った際に、その相手から、
土産として日本に持ち帰るように頼まれて、他人に渡すためのものとして預か
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ったと説明し、チョコレート缶を受け取った際に、違法薬物が隠されているの
ではないかという一抹の不安があったが、チョコレート缶の周りを見たところ
開けられた形跡がなかったので何も隠されていないと思った、缶の中に覚せい
剤が隠されていることは知らなかった旨述べて、覚せい剤輸入の故意等を争っ
た。
審理の経過は、以下のとおりである。
検察官は、本件犯行の態様や被告人の税関での言動、被告人の弁解状況など
を被告人の覚せい剤の認識を推認させる間接事実であると指摘し、これらを総
合すれば、被告人の覚せい剤の認識が認められる旨主張した。
第審判決［裁判員裁判］は、検察官主張の間接事実からは被告人に違法薬
物の認識があったと推認するに足りず、また、違法薬物の認識を否定する被告
人の弁解にはそれを裏付ける事情が存在し、その信用性を否定することができ
ないとして、被告人を無罪とした。
これに対し、検察官が控訴し、事実誤認を主張したところ、原判決は、被告
人の供述は信用し難いと判示し、さらに、検察官の主張した間接事実は覚せい
剤の認識を認める証拠になり得るのであり、第審判決が指摘した疑問は是認
できないとした上で、これらを総合すれば、被告人に覚せい剤の認識があった
と認めるのが相当であるとし、第審判決には判決に影響を及ぼすことが明ら
かな事実誤認があるとしてこれを破棄し、各事実について被告人を有罪と認
め、被告人を懲役10年及び罰金600万円に処するとともに覚せい剤袋を没収
した。
本判決は、次のとおり、刑訴法382条の「事実誤認」の意義等に関する職権
判断を行い、第審判決に事実誤認があるとした原判決に刑訴法382条の解釈
適用を誤った違法があるとして、同法411条号により原判決を破棄し、その
上で検察官の控訴を棄却する自判を行い、第審の無罪判決を確定させた。裁
判官全員一致の意見である。
「刑訴法は控訴審の性格を原則として事後審としており、控訴審は、第審
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と同じ立場で事件そのものを審理するのではなく、当事者の訴訟活動を基礎と
して形成された第審判決を対象として、これに事後的に審査を加えるべきも
のである。第審において、直接主義・口頭主義の原則が採られ、争点に関す
る証人を直接調べ、その際の証言態度等も踏まえて供述の信用性が判断され、
それらを総合して事実認定が行われることが予定されていることに鑑みると、
控訴審における事実誤認の審査は、第審判決が行った証拠の信用性評価や証
拠の総合判断が論理則、経験則等に照らして不合理といえるかという観点から
行うべきものであって、刑訴法382条の事実誤認とは、第審判決の事実認定
が論理則、経験則等に照らして不合理であることをいうものと解するのが相当
である。したがって、控訴審が第審判決に事実誤認があるというためには、
第審判決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理であることを具体
的に示すことが必要であるというべきである。このことは、裁判員制度の導入
を契機として、第審において直接主義・口頭主義が徹底された状況において
は、より強く妥当する。……以上に説示したとおり、原判決は、間接事実が被
告人の違法薬物の認識を推認するに足りず、被告人の弁解が排斥できないとし
て被告人を無罪とした第審判決について、論理則、経験則等に照らして不合
理な点があることを十分に示したものとは評価することはできない。そうする
と、第審判決に事実誤認があるとした原判断には刑訴法382条の解釈適用を
誤った違法があり、この違法が判決に影響を及ぼすことは明らかであって、原
判決を破棄しなければ著しく正義に反するものと認められる。」
⑵ 本件では、「被告人の覚せい剤の認識」が争点であり、典型的な間接事
実（情況証拠）の総合認定の事案である。本判決の理由につき若干説明するこ
とにする。その理由の要旨は、次のとおりである。
まず、被告人の弁解に関する原判断についてみると、原判決は、偽造旅券の
密輸を頼まれただけで違法薬物の認識はなかった旨の被告人の弁解の信用性に
つき、①本件チョコレート缶の所持に至る経緯について、被告人がその供述を
二転三転させていること、②被告人は、現行犯逮捕された際、偽造旅券につい
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て言及することもなく、動揺することもなく素直に逮捕に応じていること、③
被告人は、覚せい剤の密輸に関与していないという弁解を裏付けるために、D
（本件とは別の覚せい剤密輸事件の共犯者として起訴され、裁判中の者）に事
情を聞いて欲しい旨の申出をしてしかるべきであるのにそうした申出をした形
跡がなく、かえって、Dのことを隠し通そうとしたこと、④被告人は、容易
に粘着セロハンテープを剥がして開封し、内容物を確認できたにもかかわら
ず、内容物に不安を感じたというのに開封して内容物を調べずに、缶の外見を
確認しただけで不安が払拭されたとしていること、などを指摘して、被告人の
弁解は信用し難いとしている。
しかしながら、被告人の供述には変遷があるが、最終的な弁解は、Dから
偽造旅券の運び屋となることを頼まれて、マレーシアに渡航し、そこで Cな
る男から偽造旅券を受け取る際に、本件チョコレート缶を預かった、預かった
偽造旅券は D経由で Bに渡すものだと聞いていたというものであるところ、
この最終的な弁解を排斥し得るか否かは、上記のような変遷状況のほか、本件
における他の具体的な諸事情も加味した上で、総合的に判定されるべきもので
ある。②、③については、被告人に違法薬物の認識がなかったとしても、必ず
しも説明のつかない事実であるとはいえないか、相応の説明のできる事実であ
る。④については、被告人は本件チョコレート缶を他人への土産として預かっ
たもので、チョコレート缶を自由に開封できる立場ではなかったというのであ
り、また、被告人は、本件チョコレート缶を受領する際に、違法薬物が混入さ
れているのではないかという一抹の不安を覚えたにすぎず、本件チョコレート
缶は税関職員が見ても外見上異常がなかったのであって、本件チョコレート缶
について開封した形跡がなかったことから不安が払拭されたとする点が、およ
そ不自然不合理であるということはできない。
次に、検察官の主張する間接事実、すなわち、⑤被告人が、チョコレートの
トレーの下に覚せい剤を隠して一見発見できないように隠匿した本件チョコレ
ート缶を手荷物として持ち込んだこと、⑥携帯品・別送品申告書に預かり物は
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ない旨申告したことや、本件チョコレート缶から発見された白色結晶について
問われ「薬かな、麻薬って粉だよね、何だろうね、見た目から覚せい剤じゃね
えの。」と答えたことなどの税関検査における被告人の態度、⑦被告人のマレ
ーシアへの渡航費用について、覚せい剤輸入事件で裁判中の Dから被告人の
口座に振り込まれた資金が使用されていること、以上の各事実について原判決
は被告人の覚せい剤の認識を裏付けるものとしているが、本件チョコレート缶
への覚せい剤の隠匿に被告人が関与したことを示す直接証拠はなく、被告人は
チョコレート缶を土産として預かったと弁解していること、被告人は当時本件
チョコレート缶だけでなく偽造旅券も預かっていたのであるから、上記の申告
状況は偽造旅券を隠すためのものとも考えられること、本件においては、被告
人が偽造旅券の密輸を依頼されたもので覚せい剤の密輸を依頼されていないと
供述し、実際に偽造旅券が発見されるなどその弁解に一定の裏付けがあること
（なお、検察官は、被告人が、検挙された際に、自分が企図していたのは、偽
造旅券の密輸であって、缶の中味は知らなかったという弁解をするために偽造
旅券を所持していた旨主張しているものであるところ、その可能性は排除され
ないとしても、被告人は、発覚直後の段階では偽造旅券の運び屋であったなど
という弁解を行っておらず、覚せい剤が発見された際に弁解するために偽造旅
券を所持していたものと断じ難い）などに照らすと、被告人の言動等は、被告
人に覚せい剤の認識がなかったとしても説明できる事実や、被告人の弁解と両
立し得る事実であるから、その旨の第審判決の判断に不合理な点があるとは
いえない。
このように、間接事実の評価に関する原判断は、第審判決の説示が論理
則、経験則等に照らして不合理であることを十分に示したものとはいえないの
であって、第審判決のような見方も否定できないというべきである。
⑶ 上告審は、上記⑵の理由により、原判決を破棄し自判しているが、本件
においては、被告人が偽造旅券の密輸を依頼されたもので覚せい剤の密輸を依
頼されたものでないと供述し、実際に偽造旅券が発見されるなどその弁解に一
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定の裏付けあることが重要な理由になっているような印象を受ける。本判決も
判示するように、控訴審としては、間接事実の評価に関する第審判決を是認
することができないと判断するときには、第審判決の事実認定が論理則、経
験則等に照らして不合理であることを具体的に指摘する必要がある。なお、本
判決にいう「論理則、経験則等に照らして不合理」な判断としているのは、論
理則や経験則に反するか又はこれに準ずる程度の不合理な判断をいうものと解
される（最判平21.4.14刑集63巻号331頁の堀籠裁判官の反対意見参照）。
ただ、情況証拠の総合評価の見地からは、本判決も指摘するとおり、「第
審判決は、これら間接事実を個別に検討するのみで、間接事実を総合すること
によって被告人の違法薬物の認識が認められるかどうかについて明示していな
い」点は問題点として指摘できる。間接事実は、それが証拠上認定できる場合
には、これらの各事実が相互に関連し合ってその信用性を補強し合い推認力を
高めることがあるからである。この点に関する検討も必要であることは、情況
証拠による事実認定の場合は、分析と総合が必要であると先に指摘したとおり
である。この点について、本判決は、「各間接事実が被告人の違法薬物の認識
を証明する力が弱いことを示していることに照らすと、（第審判決は）これ
らを総合してもなお違法薬物の認識があったと推認するに足りないと判断した
ものと思われる。」と釈明している。
⑷ まず、本判決の射程として、「このことは、裁判員制度の導入を契機と
して、第審において直接主義・口頭主義が徹底された状況においては、より
強く妥当する。」と判示し、裁判員裁判について直接主義・口頭主義を強調し
ているが、本判決は、刑訴法382条の事実誤認の一般的定義として判示してい
ることや、直接主義・口頭主義は、裁判員裁判だけでなく、裁判官裁判におい
ても、第審で採用されているのであるから、本判決の判断は裁判官裁判にも
適用あることは明らかである（原田國男「事実誤認の意義」刑事法ジャーナル
33号40頁、髙﨑秀雄「刑事控訴審における事実誤認の審査」法律のひろば65巻

号47頁、宮城啓子「控訴審の役割」刑事法ジャーナル33号48頁）。また、裁
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判員裁判における直接主義・口頭主義を強調しているところからすれば、有罪
の裁判員裁判についても同様に尊重すべきであるというスタンスに違いはない
といえよう（原田・上掲40頁、髙﨑・上掲48頁）。
⑸ 刑訴法382条の事実誤認の本質に関しては、これまで多くの見解が示さ
れており、大きくは、論理則、経験則違反説と心証優先説の対立があると理解
されている。論理則、経験則違反説は、事実誤認とは、原判決（第審判決）
の事実認定に論理則、経験則違反があることをいうとする考え方であり、論理
則、経験則違反があることを指摘できない以上、刑訴法は原判決の事実認定を
優先させたと解するのである。心証優先説は、原判決に示された心証ないし認
定と控訴審裁判官のそれとが一致しないことを事実誤認というとする考え方で
あり、刑訴法は控訴審裁判官の心証を原審裁判官のそれに優先させたと解する
のである。前者は非心証比較説、後者は心証比較説ともいわれる。
刑訴法382条の「事実誤認」の意義等については、河上和雄ほか編・大コン
メンタール刑訴法［第版］260頁以下（原田國男執筆）を参照。
本判決は、「控訴審における事実誤認の審査は、第審判決が行った証拠の
信用性評価や証拠の総合判断が論理則、経験則等に照らして不合理といえるか
という観点から行うべきものであって、刑訴法382条の事実誤認とは、第審
判決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理であることをいうものと
解するのが相当である。」と判示し、論理則、経験則違反説を基本的に採用し
ているが、一般論としてはもとより、本件において適用すべき「経験則」や
「論理則」とは何であるかということを示していない。この点については、上
掲判例時報2145号のコメント（10頁以下）が指摘するように、本判決は、控訴
審が第審判決に事実誤認があるとする場合にはその根拠を具体的に示すこと
も求めており、今後、事案に即した議論の集積によって論理則・経験則等の概
念が明らかになっていくものと思われる。
ところで、刑訴法318条は、「証拠の証明力は、裁判官の自由な判断に委ね
る。」と規定し、事実認定は自由心証主義が原則とされる。もとより、裁判官
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の恣意的な判断を許すものではなく、その判断は、論理則や経験則に照らして
合理的なものでなければならない。それでは、この論理則や経験則は何を意味
するのであろうか。山本 卓「経験則」証拠法大系Ⅰ235頁以下などから若干
引用して説明する。
「事実認定は、証拠から（個の証拠から、又は、多数の証拠の総合によ
り、あるいは、さらに反対的証拠の証明力を克服して）直接要証事実の存否を
判断するときであると、証拠から事実を認定しその事実（間接事実）から要証
事実の存否を判断するときであるとを問わず、また、要証事実が証拠の証明力
に関する事実のごとき補助事実であると主要事実であるとを問わず、つねに合
理的推理によるべきである。この合理性の基準たるべきものは、現在の段階で
は、論理法則と経験則以外にはない。すなわち自由心証主義の採用は、事実認
定に関し、精緻な証拠法則的拘束に代えて「事実認定は論理法則と経験則によ
る」という不文の概括的条項を定めたものである。……（事実認定について
は）裁判官は、論理法則と経験則に根拠を求めつつ全人格的判断（全知識と全
経験を傾注しつつ、良心ないし誠実心に従いつつ、理性に基づいて行う判断）
をしなければならない。」「事実の存否の判断は通常人なら何人もあやしまない
程度の普遍的妥当性を備えることを要する。この妥当性を確保するには、裁判
官の判断がまず第に思考原理（同一律・矛盾律・排中律・充足理由律）に基
づくものでなければならないが、この思考法則が、ここにいう論理法則であ
る。したがって、論理法則とは論理学上の公理として先験的に自明である思考
の法則である。……論理法則は、証拠から一定の判断を導き出しその判断を前
提としてさらに他の判断に到達するという思考過程で、それが直接推理である
と間接推理であるとを問わず、正しい推理がされているか否かを自省または検
討する基準となるべきものである」「裁判官は事実認定に際し、事物の本質的
属性の類似性を把握し、それと結論との相合関係を解明するを要する。その
際、何が本質的属性であるかという判断と相合関係の存否の確定は、経験則に
よって判定する以外にない。すなわち、経験則とは、事実認定上の類比推理の
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際、類推を許しうる程度の類似現象の存否の判断、したがって、類似点が推理
事項に関し本質的相合的性質を有するや否やの判断の根拠たるべきものであ
り、経験則により以上の点が是認され得るにあらざれば、当該認定は充足理由
律に支えられない不合理な判断といわざるを得ない。……経験則は仮定的判断
であるから、それがどういう前提下に成立しうるものであるかを把握し、当該
事実認定の際の具体的事情がその前提を満たしていることを確定した上での
み、その認定の推理過程で当該経験則を用いうる。……さらに、経験則は、そ
の前提が充足されても、他の具体的事情（特別の事情）が加わることにより、
所期の結論を導き出し得ない、すなわち、当該経験則が働く余地がないのが常
である。判例は、「法規に対しそれ以外の一般知識上の法則を経験則という」
としている（大判昭8.1.31民集12巻51頁）。」
また、三井 誠ほか編「刑事法辞典」173頁は、「経験則とは、日常生活にお
ける法則など、個別の経験から帰納的に得られた事物の性状や因果関係に関す
る知識や法則。実験則ともいう。経験則は、裁判の基礎となる事実の認定や、
そのために用いられる証拠の価値を判断する場合に、重要な機能を果たすので
ある。経験則には日常生活の常識的なものから医学や自然科学上の法則のよう
に極めて専門的なものまであるが、高度の専門的知識に属し、通常裁判官が知
らないものについては、鑑定などによってそれを確かめる必要がある。」とす
る。
⑹ 従前の控訴審の運用は、事後審を建前としながらも、事実誤認（刑訴法
382条）の審査は「点の審査」であり、量刑不当の審査（刑訴法381条）は「幅
の審査」とされ、後者について第審の行う量刑については合理的な許容範囲
を認める一方、前者の事実誤認の審査に関しては、控訴審裁判官が記録を検討
しあるいは事実調べの結果に基づき心証を形成し、それとの比較において第
審判決の事実認定に齟齬がないかを検討するものであり、許容範囲の幅を認め
ないような運用がされてきたように思われる。東京高裁刑事部の裁判長の経験
がある白木裁判官の補足意見も、「これまで、刑事控訴審の実務は、控訴審が
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事後審であることを意識しながらも、記録に基づき、事実認定について、ある
いは量刑についても、まず自らの心証を形成し、それと第審判決の認定、量
刑を比較し、そこの差異があれば自らの心証に従って第審判決の認定、量刑
を変更する場合が多かったように思われる。これは本来の事後審とはかなり異
なったものであるが、控訴審に対して第審判決の見直しを求める当事者の意
向にも合致するところであって、定着してきたといえよう。この手法は、控訴
審が自ら形成した心証を重視するものであり、いきおいピン・ポイントの事実
認定、量刑審査を優先する方向になりやすい。もっとも、このような手法を採
りつつ、自らの心証とは異なる第審判決の認定、量刑であっても、ある程度
の差異は許容範囲のものとして是認する柔軟な運用もなかったわけではない
が、それが大勢であったとはいい難いように思われる。」と指摘している。
そして、平成21年
月21日から施行された裁判員制度の導入に当たっては、
裁判員裁判による判決に対して、裁判官だけで構成される控訴審がこれを審査
し破棄できる正統性の根拠如何ということに関し、それが裁判員裁判の制度趣
旨の根幹にもかかわる問題であることから、司法制度改革論議の段階から議論
が重ねられてきた。司法制度改革推進本部の裁判員制度・刑事検討会におい
て、控訴審の在り方について議論がされたが、「控訴審は、全く新たに証拠を
調べて独自に心証を形成するというのではなく、あくまで第審の判決を前提
として、その内容に誤りがないかどうかを記録に照らして事後的に検討すると
いう事後審査を行うだけであると位置付ければ、裁判官のみで構成される控訴
裁判所による審査や破棄を正当化できるのではないか」ということを暗黙の前
提とする多くの意見により、控訴審は現行法どおりとされたのである（井上正
仁「考えられる裁判員制度の概要について」ジュリスト1257号133頁）。
実際にも、裁判員制度の導入をきっかけに、控訴審の審理の在り方が注目さ
れ、司法研修所編「裁判員裁判における第審の判決書及び控訴審の在り方」
（司法研究報告書61輯号）をはじめ、実務家によるものを含め、多数の文献
が発表されたが、「控訴審は、第審判決に論理則や経験則等に照らして不合
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理な点があるかという観点から審査すべき」という見解が有力であった（文献
等については、判例時報2145号10頁参照）。
⑺ 本判決は、これまで控訴審の在り方として議論されていた点について、
上記のとおり、基本的に論理則、経験則違反説を採用したものといえるが、こ
の問題が審査の方法、手順の問題のみではなく、「事実誤認」の判断基準であ
って、この判断の当否自体が上告審の審査の対象となることも示しているとい
える。本判決は、控訴審が第審判決に事実誤認があるとする場合にはその根
拠を具体的に示すことを求めており、控訴審としてはこの点に留意する必要が
ある（上岡・上掲ジュリスト1444号106頁、上掲判例時報2145号10頁のコメン
ト、上掲判例タイムズ1368号70頁のコメント）。
また、上岡・上掲ジュリスト1444号106頁、判例時報2145号11頁、判例タイ
ムズ1368号70頁のコメントは、「本判決は、原判決が、第審判決に論理則、
経験則等に照らして不合理な点があることを具体的に示しているかどうかにつ
いて検討しているが、判決書の記載としての具体性のみならず、論理則、経験
則等違反の具体的指摘として十分なものかという点も検討されている。この点
に関する本判決の判示は控訴審が行うべき第審判決の合理性審査の一つの手
法を示しているように思われる。なお、第審の事実認定に不合理な点がある
かという点の審査は、第審が明示的に判断している点だけを対象とすれば足
りるものではなく、第審が行った審理、認定過程、判決文の記載などの諸事
情により、問題とされる点やその判断手法は異なることが予想され、例えば、
証明力の高い重要証拠の見落とし等を端的に指摘して不合理性を示すことので
きる事案もあるように思われる。」と指摘している。
⑻ 次に、本判決の控訴審実務への影響について考える必要があろう。この
点について、原田國男「事実誤認の意義」上掲刑事法ジャーナル33号37頁以下
（本判決の解説）は、次のように指摘しており、その記述はまことに有益であ
り、私の控訴審での経験にも照らし、基本的に十分納得いくものである。
「ここで注意しておくべきことは、論理則、経験則違反説でも心証の形成を
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前提としていることである。心証を形成しないで有罪・無罪の判断はできな
い。論理則、経験則違反だけでは、有罪・無罪の結論を得ることができない。
心証形成説は、その心証と第審判決との結論とが違えば、それで事実誤認と
するのであるが、これに対して論理則、経験則違反説では、その心証に照ら
し、第審判決に論理則、経験則違反を指摘できなければ、事実誤認とはでき
ないから、心証に反した第審の事実認定を優先させることになる。」（39頁）。
そして、今後の控訴審実務については、「心証を形成しないで、有罪・無罪の
結論に至ることはできない。そうすると、記録により、有罪・無罪の心証を採
り、その上で、その心証に照らして、第審判決に論理則、経験則違反が指摘
できるかを検討し、それができれば、心証に応じて第審判決を破棄すること
になり、それが指摘できなければ本判例が適用され、心証に反した結論でも第
審判決を維持せざるをえない。しかし、その場合でも、心証上の疑問を明ら
かにするために、事実の取調べを行い、その疑問が解消されれば、第審判決
を維持し、解消されない場合には、新たに行った事実取調べの結果を総合し
て、控訴審として新たに心証を形成し、それに応じて、第審判決を破棄した
り、維持したりすることになろう。」（43頁）としている。
研究者の側からも、「第審の事実認定に論理則、経験則違反がないかどう
かだけで審査し得るのは、現実には難しい面を含むように思われ、実際には、
証拠調べによって自ら得た心証と原判決を比較することを先行させて、一致し
ない場合に論理則、経験則違反といえる部分を探すことになるようにも思われ
る。60年あまりにわたって行われてきた控訴審の実務に、本判決が、どのよう
な影響をもたらし、控訴審の役割をどのように変化させるものか、注目され
る。」との指摘がある（宮城啓子「控訴審の役割」上掲刑事法ジャーナル33号
49頁）
論理則、経験則違反説を明言した本判決の下での裁判員裁判の事後審査につ
いて考えてみると、次の見解（司法研修所編「裁判員裁判における第審の判
決書及び控訴審の在り方」107頁以下）が相当であると思われる。すなわち、
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事実誤認の問題については、通常、事実の推認過程における経験則、論理法
則が適切かどうか、客観的な証拠等との関係で経験則、論理法則に反しないか
どうかといった観点から審査が行われることになる。……事実誤認についての
控訴審の審査に当たっては、①直接主義の要請に由来する問題と②裁判員が加
わった判断を尊重するという要請に由来する問題の二つがあると思われる。間
接事実を総合して要証事実について合理的な疑いを容れない程度の証明があっ
たかどうかを判断する推論過程においても、当然、経験則、論理法則が用いら
れる。そして、第審の判断は、その経験則、論理法則に裁判員の視点、感
覚、健全な社会常識などが反映されたものであるとすれば、控訴審は、例え
ば、客観的な証拠により認められる事実を見落とすなどして、経験則、論理法
則上あり得ない不合理な結論に至っている場合などを除いて、基本的にはこれ
を尊重するという姿勢で臨むべきであろう。控訴審から見て、①「認定された
間接事実を総合しても主要事実を認定できないのではないか」、あるいは逆に、
「認定された間接事実を総合すれば主要事実が認定できるのではないか」と
か、②「重要でない間接事実を重視しすぎているのではないか」、あるいは逆
に、「重要な事実を軽視しすぎているのではないか」というように疑問を抱く
ケースもあるであろう。そのような場合であっても、裁判員という一般国民の
多様な経験則もその判断に反映されているということを考慮すれば、原審の判
断で示されたような経験則もあり得るのではなかろうかという観点から謙抑的
に再考するのが相当な場合もあろうかと思われる。
⑼ 本判決が控訴審での事実取調べにどのような影響を与えるかについて
は、見解が分かれる。本判決は、「事実誤認の定義を定め、事実審査の基準を
明確にしたものであり、控訴審における事実取調べの範囲を制限することを判
示したものではない。最高裁が論理則、経験則違反説を採用したからといっ
て、事実取調べがより制限されるということはないというべきである。……記
録だけからでは、論理則、経験則違反があるとまではいえない場合に、それだ
けで事実誤認があるとはできないが、心証上、第審の判断に疑問がある場合
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には、事実取調べをして、その疑問の解消を図り、なお、疑問が解消できない
ときは、自己の心証により事実誤認があるとすることができる。上告審の場合
には、事実取調べの余地がないから、記録だけにより控訴審判決に事実誤認が
あるか否か判断することになり、その審査基準は、論理法則、経験則違反であ
るが、控訴審の場合には、職権によって事実取調べが可能であるから、論理法
則、経験則違反説の適用範囲もおのずから限定される。……本判例によって、
有罪判決について、記録上、論理則、経験則違反が見当たらないから、事実審
査を怠り、考えられる疑問について、事実取調べもしないというような風潮が
助長されることを心配する。審理を尽くすことが刑事裁判の生命線である。」
とする見解がある（原田・上掲刑事法ジャーナル33号42頁以下）。これに対し、
「裁量による証拠調べにも厳格な枠がはめられることになろう。」とし（高
﨑・上掲法律のひろば65巻
号51頁）、「本判例は、事実取調べに制限的な姿勢
で臨む考え方に親和的である。」とする見解（樋上慎二「刑事控訴審における
事実の取調べ」判例タイムズ1370号72頁）がある。
周知のとおり、最高裁判例は、刑訴法393条項本文は、「第審判決以前に
存在した事実に関する限り、第審で取調ないし取調請求されていない新たな
証拠につき、右「やむを得ない事由」の疎明がないなど同項但書きの要件を欠
く場合であっても、控訴審裁判所が第審判決の当否を判断するにつき必要と
認めるときは裁量によってその取調をすることができる旨を定めていると解す
べきである。」と判示した（最決昭59.9.20刑集38巻号2810頁）。控訴審にお
ける事実取調べの範囲に関して、「無制限説」（請求によると職権によるとを問
わず、自由に新たな証拠を取調べ得るという完全無制限説、当事者の請求によ
る場合は一定の制限に服するが、職権による場合は制限なく新たな証拠を取調
べ得るという修正無制限説がある。）を採用した。
しかし、今回、本判決が、控訴審の事実審査基準について論理則、経験則違
反説を採用した以上、上記裁量的事実取調べの範囲は制限的にならざるを得な
いであろうと思われる。刑訴法382条の事実誤認とは、「第審判決の事実認定
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が論理則、経験則等に照らして不合理であることをいう。」としている以上、
その不合理性にはある程度の幅の概念を容れる余地があるからである。特に、
裁判員裁判においては、一層その要請が妥当する。
この点につき、本判決の白木裁判官の補足意見は、先に紹介した点に続け
て、「しかし、裁判員制度の施行後は、そのような判断方法は改める必要があ
る。例えば、裁判員の加わった裁判体が行う量刑について、許容範囲の幅を認
めない判断を求めることはそもそも無理を強いることになるであろう。事実認
定についても同様である。裁判員の様々な視点や感覚を反映させた判断となる
ことが予定されている。そこで、裁判員裁判においては、ある程度の幅を持っ
た事実認定、量刑が許容されるべきことになるのであり、そのことの了解なし
には裁判員制度は成り立たないのではなかろうか。裁判員制度の下では、控訴
審は、裁判員の加わった第審の判断をできる限り尊重すべきであるといわれ
るのは、このような理由からでもあると思われる。」と指摘している。本判決
の下では、控訴審の裁量的事実調べはかなり制限的にならざるを得ないように
思われる。
上掲「裁判員裁判における第審の判決書及び控訴審の在り方」（司法研究
報告書61輯号）125頁は、「証拠採否の裁量の具体的な基準については、裁判
員制度や公判前整理手続の導入の意義を踏まえ、第審でも職権証拠調べは慎
重かつ謙抑的に行われるべきと考えられることも考慮しつつ、その運用の在り
方について改めて検討していく必要がある。そうすると、公判前整理手続が実
施された上で裁判員が加わって審理がなされる第審を充実したものとするた
めには、職権証拠調べを実施するか否かを決する前には、まず、当事者に対
し、刑訴法382条の第項の「やむを得ない事由」の疎明を求めることが望
ましく、その疎明ができない場合には取調べないのを原則とするというのも考
え得る一つの方向であろう。そして、例外的に、刑訴法393条項本文により
裁量によって取り調べ得る新証拠の範囲を考えるに当たっては……公判前整理
手続に関する証拠制限効が設けられたこと（同法316条の32第項）などによ
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り、徹底した争点整理を通じて計画審理の実現が図られようとしている趣旨を
考慮すべきであり、取り調べ得る新証拠の範囲は相対的に狭いものになるので
はないかと思われる。裁量により新証拠の取調べをする際の基準としては、基
本的には、①新証拠を取り調べることが、将来一般的にその種証拠について、
当事者の第審集中主義を軽視する風潮を助長する結果にならないかという点
（裏を返せば、これを取調べないことが、将来の第審集中主義軽視を抑止す
る効果をどの程度持つこととなるかという点）と、②実体的真実の発見、具体
的妥当性の追求の面で、その証拠を取調べないことによって第審のどのよう
な誤りが看過されることになるかという点を比較検討して判断することになろ
う。」と指摘している（125頁〜126頁）。妥当な見解というべきである。
裁判員裁判と控訴審の事実取調べに関しては、拙稿「裁判員裁判と判決書、
控訴審の在り方」刑事法ジャーナル19号37頁以下参照。
（注）本判決の場合と同様に、裁判員裁判で無罪となり、控訴審で逆転有罪
とされた覚せい剤営利目的輸入事件の上告審で、平成25年月16日第三小法廷
は、被告人の上告を棄却する決定をした。新聞等でも、裁判員裁判の無罪判決
が覆され有罪が最高裁で確定した初めての事件であるとして報道されている。
最決平25.4.16刑集登載予定、LLI 登載
⑴ 本件公訴事実の要旨及び本件審理の概要
本件公訴事実の要旨は、「被告人は、氏名不詳者らと共謀の上、営利の目的
で、覚せい剤を日本国内に輸入しようと計画し、氏名不詳者において、平成22
年月、メキシコ国内の国際貨物会社の営業所において、覚せい剤を隠匿した
段ボール箱（以下「本件貨物」という。）を航空貨物として、東京都内の上
記会社の保税蔵置場留め被告人宛てに発送し、航空機に積み込ませ、成田空港
に到着させた上、機外に搬出させて覚せい剤合計約5968ｇ（以下「本件覚せい
剤」という。）を本国内に持ち込み、さらに、上記保税蔵置場に到着させ、東
京税関検査場における税関職員の検査を受けさせたが、税関職員により本件覚
せい剤を発見されたため、本件貨物を受け取ることができなかった。」という
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もので、覚せい剤取締法違反（覚せい剤営利目的輸入罪）及び関税法違反（禁
制品輸入未遂罪）のつの罪に当たる。
被告人（メキシコ国籍）は、本件貨物の日本への発送に先立ってメキシコか
ら日本に入国し、本件貨物が到着した旨の連絡を受けて上記会社の営業所に出
向き、警察によって本件覚せい剤を無害な物と入れ替えられた段ボール箱箱
（以下これについても「本件貨物」という。）を引き取ってホテルに戻って開
封したところを、令状による警察官の捜索を受け、本件貨物を発見されて逮捕
された。
被告人は、第審及び原審の公判において、犯罪組織関係者から脅されて日
本に渡航して貨物を受け取るように指示され、貨物の中身が覚せい剤であるか
もしれないと思いながら、航空券、2000米ドル等を提供された来日し、本件貨
物を受け取った旨供述したが、覚せい剤輸入の故意及び共謀はないと主張し
た。
裁判員の参加する合議体で審理された第審判決は、覚せい剤輸入の故意は
認められるが共謀は認められないとして無罪の言渡しをした。
これに対し、控訴審判決は、第審判決の事実認定に関し、覚せい剤輸入の
故意を認定しながら、覚せい剤輸入についての暗黙の了解があったことを裏付
ける客観的事情等を適切に考察することなく、共謀の成立を否定したのは、経
験則に照らし、明らかに不合理であり、事実誤認があるとして第審判決を破
棄して自判し、被告人を懲役12年及び罰金600万円に処し、覚せい剤を没収し
た。
⑵ 上告審の判断
本決定は、本判決（上記平成24年判決）を引用し、「刑訴法382条の事実誤認
とは、第審判決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理であること
をいうものと解するのが相当であり、控訴審が第審判決に事実誤認があると
いうためには、第審判決の事実認定が論理則、経験則等に照らして不合理で
あることを、具体的に示すことが必要である。」とした上、「被告人が犯罪組織
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関係者の指示を受けて日本に入国し、覚せい剤が隠匿された輸入貨物を受け取
ったという本件において、被告人は、輸入貨物に覚せい剤が隠匿されている可
能性を認識しながら、犯罪組織関係者から輸入貨物の受取を依頼され、これを
引き受け、覚せい剤輸入における重要な行為をして、これに加担することにな
ったということができるのであるから、犯罪組織関係者と共同して覚せい剤を
輸入するという意思を暗黙のうちに通じ合っていたものと推認されるのであっ
て、特段の事情がない限り、覚せい剤の故意だけでなく共謀をも認定するのが
相当である。原判決は、これと同旨を具体的に述べて暗黙の了解を推認した
上、本件においては、上記の趣旨での特段の事情が認められず、むしろ覚せい
剤輸入についての暗黙の了解があったことを裏付けるような両者の信頼関係に
係る事情がみられるにもかかわらず、第審判決が共謀の成立を否定したのは
不合理であると判断したもので、その判断は正当として是認できる。以上によ
れば、原判決は、第審判決の事実認定が経験則に照らして不合理であること
を具体的に示して事実誤認があると判断したものといえるから、原判決に382
条の解釈適用の誤りはなく、原判決に事実誤認はない。」と判示し、全員一致
の意見で被告人側の上告を棄却した。（なお、原判決は、本件では、被告人は、
本件貨物の受取に関し、犯罪組織関係者の費用負担により日本に渡航し、連絡
用のパソコン、航空券、2000米ドルを受け取っており、覚せい剤の可能性の認
識について自認する被告人の公判供述にも照らすと、被告人と犯罪組織関係者
との間に覚せい剤輸入につき暗黙の了解があったと推認できるとした上、来日
後に犯罪組織関係者と連絡を取り合っていること、応答要領を準備して貨物会
社に連絡を入れるなどしていること、犯罪組織関係者から本件貨物の内容物の
形状について伝えられ、来日後に購入したノートに記載したとみられること、
犯罪組織関係者の了解の下で覚せい剤の入っていた本件貨物を開封したと見ら
れることなどの客観的事情は、被告人と犯罪組織関係者との間に相当程度の信
頼関係があったことを示し、覚せい剤輸入についての暗黙の了解があったこと
を裏付けると指摘している。）
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本決定は、刑訴法382条の事実誤認の判示方法の一事例を示しており、人
の裁判官の補足意見を併せて読めば、本判決の理解に役立つと思われる。
 前科証拠による犯人性の証明
最判平24.9.7刑集66巻号907頁、判例時報2164号45頁、判例タイムズ1382
号85頁
判例解説等として、辻 昌文「判例紹介」研修772号617頁、吉川 崇「前科
証拠を被告人と犯人の同一性の証明に用いることが許されないとされた事例」
研修774号19頁、佐藤隆之「前科証拠による犯人性の立証」平成24年度重要判
例解説184頁、前田雅英「同種前科による証明」警察学論集65巻11号155頁があ
る。
本判決は、①前科証拠を被告人と犯人の同一性の証明に用いる場合の証拠能
力、②前科証拠を被告人と犯人の同一性の証明に用いることが許されないとさ
れた事例を判示事項とするものである。
⑴ 本件は、住居侵入、窃盗、現住建造物等放火事件であり、事案の概要
は、次のとおりである。
被告人は、東京都葛飾区内の家屋に対する住居侵入、窃盗、現住建造物等放
火（平成21年月日午前時30分ころから同日午前11時50分ころまでの事
件。以下それぞれ「本件住居侵入」、「本件窃盗」、「本件放火」という。）と北
海道釧路市内の家屋に対する住居侵入、窃盗（以下「釧路事件」という。）と
で起訴され、本件住居侵入及び本件窃盗並びに釧路事件については自分の犯行
であることを認めたが、本件放火については自己の犯行ではないと主張した。
被告人は、平成年月日から平成年
月10日までの間に15件の窃盗
を、同年月29日から同年月13日までの間に11件の現住建造物等放火（未遂
を含む。以下「前刑放火」という。）を行ったなどの罪により、平成年月
13日、懲役月及び懲役15年（前刑放火を全て含む。）に処せられた前科を有
する。
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検察官は、第審の公判前整理手続において、被告人が本件放火の犯人であ
ることを立証するため、被告人が本件の約17年前に犯した11件の住居侵入、窃
盗、現住建造物等放火等からなる前科に関する前科調書、判決書謄本、被告人
の供述調書（以下これらを併せて「本件前科証拠」という。）、警察官の専門的
な知見から見た本件放火の現場の状況及びその犯行の特殊性等に関する証人の
取調べを請求した。第審裁判所（裁判官名）は、犯罪事実立証のための証
拠としては、本件前科証拠の取調べ請求を全て「関連性なし」を理由に却下し
（ただし、判決書謄本は情状関係の証拠として採用した）、上記証人の取調べ
請求を「必要性なし」を理由に却下した。裁判員が参加して行われた第審判
決は、被告人が本件住居侵入及び本件窃盗の後に本件放火に及んだ事実は認定
できないとして、本件住居侵入及び本件窃盗並びに釧路事件についてのみ被告
人を有罪と認定した。
これに対して検察官が控訴し、第審裁判所が本件前科証拠及び上記証人の
取調べ請求を却下したことは訴訟手続の法令違反に当たると主張した（このほ
か事実誤認も主張した）。
原判決は、前刑放火と本件放火との間には手段方法に特徴的な類似性があ
り、また、前刑放火からは、被告人には、窃盗を試みて欲するような金品が得
られなかったことのうっ憤晴らしのために他人の住宅への放火を繰り返すとい
う、窃盗から放火の犯行に至る契機の点で行動傾向が固着化していると認めら
れ、この点においても前刑放火と本件放火との間には特徴的な類似性が認めら
れるとし、これらを根拠として、本件前科証拠は関連性を有するとした（ただ
し、被告人の供述調書については、前刑放火につき、本件放火と特徴的な類似
性のある犯行に至る契機、犯行の手段方法に関する部分に限って関連性を有す
るとした。）。そして、第審裁判所が本件前科証拠を全て却下したことは判決
に影響を及ぼすことが明らかな訴訟手続の法令違反に当たるとして、第審判
決を破棄して事件を第審に差し戻した。
これに対して、被告人が上告し、本件前科証拠は証拠能力を欠き、原判決に
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は訴訟手続の法令違反があるなどと主張した。
⑵ 本判決は、次のとおり判示し、原判断には刑訴法379条（訴訟手続の法
令違反）の解釈適用を誤った違法があるとして、裁判官全員一致の意見で、原
判決を破棄し事件を原審に差し戻した。
「前科も一つの事実であり、前科証拠は、一般的には犯罪事実について、
様々な面で証拠としての価値（自然的関連性）を有している。反面、前科、特
に同種前科については、被告人の犯罪性向といった実証的根拠の乏しい人格評
価につながりやすく、そのために事実認定を誤らせるおそれがあり、また、こ
れを回避し、同種前科の証明力を合理的な推論の範囲に限定するため、当事者
が前科の内容に立ち入った攻撃防御を行う必要が生じるなど、その取調べに付
随して争点が拡散するおそれもある。したがって、前科証拠は、単に証拠とし
ての価値があるかどうか、言い換えれば自然的関連性があるかどうかのみによ
って証拠能力の有無が決せられるものではなく、前科証拠によって証明しよう
とする事実について、実証的根拠の乏しい人格評価よって誤った事実認定に至
るおそれがないと認められるときに初めて証拠とすることが許されると解すべ
きである。本件のように、前科証拠を被告人と犯人の同一性の証明に用いる場
合についていうならば、前科に係る犯罪事実が顕著な特徴を有し、かつ、それ
が起訴に係る犯罪事実と相当程度類似することから、それ自体で両者の犯人が
同一であることを合理的に推認させるようなものであって、初めて証拠として
採用できるものというべきである。」
「窃盗の目的で住居に侵入し、期待したほどの財物が窃取できなかったため
放火に及ぶということが、放火の動機として特に際だった特徴を有するものと
はいえないし、また、侵入した居室内に石油ストーブの灯油を撒いて火を放つ
という態様もさほど特殊なものとはいえず、これらの類似点が持つ、本件放火
の犯行が被告人によるものであると推認させる力は、さほど強いものとは考え
られない。
原判決は、上記のとおり、窃盗から放火の犯行に至る契機の点及び放火の態
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様の点について、前刑放火における行動傾向が固着化していると判示してい
る。固着化しているという認定がいかなる事態を指しているのか必ずしも明ら
かではないが、単に前刑放火と本件放火との間に強い類似性があるというにと
どまらず、他に選択の余地がないほどに強固に習慣化していること、あるいは
被告人の性格の中に根付いていることを指したものではないかと解され、その
結果前刑放火と本件放火がともに被告人によるものと推認できると述べるもの
のようである。しかし、単に反復累行しているという事実をもってそのように
認定することができないことは明らかであり、以下に述べる事実に照らして
も、被告人がこのような強固な犯罪傾向を有していると認めることはできず、
実証的根拠の乏しい人格評価による認定というほかない。
すなわち、前刑放火は、間に服役期間を挟み、いずれも本件放火の17年前の
犯行であって、被告人がその間前刑当時と同様の犯罪傾向を有していたと推認
することには疑問があるといわなければならない。加えて、被告人は、本件放
火の前後の約か月間に合計31件の窃盗（未遂を含む。以下同じ。）に及んだ
旨上申している。上申の内容はいずれも具体的であるが、これらの窃盗につい
ては、公訴も提起されていない上、その中には被告人が十分な金品を得ていな
いとみられるものが多数あるにもかかわらず、これらの窃盗と接着した時間、
場所で放火があったという事実はうかがわれず、本件についてのみ被告人の放
火の犯罪傾向が発現したと解することは困難である。」
「上記のとおり、被告人は、本件放火に近接した時点に、その現場で窃盗に
及び、十分な金品を得るに至らなかったという点において、前刑放火の際と類
似した状況にあり、また、放火の態様にも類似性はあるが、本件前科証拠を本
件放火の犯人が被告人であることの立証に用いることは、帰するところ、前刑
放火の事実から被告人に対して放火を行う犯罪性向があるという人格的評価を
加え、これをもとに被告人が本件放火に及んだという合理性に乏しい推論をす
ることに等しく、このような立証は許されないものというほかはない。
したがって、本件放火の犯罪事実を立証するための本件前科証拠の取調べ請
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求を全て却下した第審裁判所の措置は正当であり、これについて判決に影響
を及ぼすことが明らかな訴訟手続の法令違反に当たるとした原判断には刑訴法
379条の解釈適用を誤った違法がある。」
⑶ 従前の裁判例
ア 静岡地判昭40.4.22下刑集巻号623頁
同一列車内で連続的に発生した件の集団すり事件につき、号車にお
ける窃盗の事実と号車における窃盗未遂の事実とは、時間的にも場所的
にも共に接着し、その犯行の方法と態様も同類であって、（現行犯逮捕さ
れた）後者の窃盗未遂の事実が証明された場合には、それを前者の窃盗の
事実の存在を推認せしめる情況証拠として許容することができるとした事
例。
イ 最決昭41.11.22刑集20巻号1035頁、刑事訴訟法判例百選［第版］64
事件、同［第版］66事件
本決定は、生活費に窮した被告人が、社会福祉のために募金をしている
ように装って金員を詐取した寄付金詐欺事件について、「犯罪の客観的要
素が他の証拠によって認められる本件事案の下において、被告人の詐欺の
故意の如き犯罪の主観的要素を、被告人の同種前科の内容によって認定し
た原判決に所論の違法は認められない。」と判示した。
ウ 水戸地下妻支判平4.2.27判時1413号35頁
被告人と強姦致傷の犯人との同一性を認定するに当たり、その根拠の一
つとして、前科の強姦の犯行手口が本件犯行の手口と酷似していることを
挙げた事例。
エ 大阪高判平17.6.28判タ1192号186頁（いわゆる和歌山毒カレー事件控訴
審判決）
本件は、夏祭りに提供されたカレーに砒素を混入して67名を急性砒素中
毒に罹患させ、うち名を死亡させたという殺人、同未遂（カレー毒物混
入事件）、保険金詐取の目的で夫及び知人らに砒素を摂取させて殺害しよ
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うとした殺人未遂件、並びに数件の保険金詐欺からなる事案であり、第
審判決は、このうち保険金詐欺目的の殺人未遂件を無罪としたほか
は、いずれも有罪と認定し、被告人に死刑を言い渡した。本判決は、被告
人の控訴を棄却し、次のとおり判示した。
「起訴されていない被告人の犯罪事実を立証することは、裁判所に不当
な偏見を与えるとともに、争点の混乱を引き起こすおそれもあるから、安
易に許されるべきではないが、一切許容されないものではなく、特殊な手
段、方法による犯罪について、同一ないし類似する態様の他の犯罪事実の
立証を通じて被告人の犯人性を立証する場合など、その立証の必要性や合
理性が認められ、かつ、事案の性質、審理の状況、被告人の受ける不利益
の程度等に照らし相当と認められる場合には、許容されると解するのが相
当である。」
オ 東京高判平21.12.21東京高裁刑事裁判速報集（平成21年）158頁
ビル内のエレベーターホールにおいて自転車のサドル等にかぶせてあっ
たビニール袋に点火したとする器物損壊事件において、被告人が犯人であ
ると認められる他の件の放火が、いずれも深夜に人気のないビル内に立
ち入って付近にあるものに点火するという態様で上記事件と同様であり、
また、被告人には約18年前に路上に駐車中の自動車内において運転席シー
ト上に乗せてあったタオルにライターで点火して放火するという同種の器
物損壊の前科がある場合に、上記件の放火及び上記前科に関する証拠の
関連性を認めた事例である。
⑷ 学説の状況
ア 類似事実による立証とは、公訴犯罪事実に類似する被告人の同種前科、
起訴されていない犯罪事実（余罪）、あるいは非行歴等による立証をいう
が、これらは、一般に、性格証拠による事実認定の一場面として理解され
ている。類似事実の証拠としての許容性の問題に関しては、確定判決を経
た前科であろうと、まだ起訴されていない犯罪（余罪）であろうと、ある
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いは単なる非行（非犯罪）であろうと、基本的な考え方としては、そこに
何らの差異も認められない。これらの事実を証拠として許容するかどうか
を決定するに当たっては、手続上その行為がすでに犯罪としての烙印を押
されているかどうかは重要な意味をもたないからである。同種前科の立証
についてみると、そこにおける証明の過程としては、まず、同種の前科に
よってその種の犯罪を犯しやすいその人の性癖・傾向・性格が認定され、
次いで、そのような性癖ないし性格が、当面の犯罪行為がその人によって
遂行されたという事実を推論する証拠の一つとして使用されることにな
る。つまり、犯人の性癖・傾向・性格は、究極の要証事実である犯罪行為
の証明に対しては、間接事実の関係にあるが、この性癖ないし性格を推定
する間接証拠として、同種前科が使われることになるのである。それは、
まさに、情況証拠による事実認定の過程にほかならない。そして、実証的
な証明学の立場から見て、行為は、多かれ少なかれ、その人の性癖ないし
性格のあらわれであるということがいえるとすれば、性癖ないし性格と行
為との間に関連性を認めて、前者から後者を推論することは、その証明力
の度合い・確率度はそれほど高くないとしても、論理法則ならびに経験法
則の上からは、一概に排斥することはできないはずである。例えば、窃盗
という行為の蓋然性は、盗癖のある人のほうが、普通の善良な市民より高
いであろうし、乱暴な性格は、温良な性格より暴行行為になじむであろ
う。しかし、性癖ないし性格と行為との間にこのような自然的関連性があ
るからといって、それをそのまま直ちに法律上の証拠法則の中に取り込ん
でくることが適当かどうかということは、おのずから別個の問題である。
なぜなら、法律上証拠としての許容性が認められるためには、一般の論理
法則ならびに経験法則上、関連性が認められるというだけでは足りないの
であって、性癖ないし性格を証拠として使用することを認めることから生
ずる誤判の危険性や反証の手続上の不便・不利益等、他の諸要素をも考慮
に入れなければならないからである。
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性格証拠を証拠として許容しない理由としては、性格証拠による立証を
認めると、事実の認定者に不当な偏見を抱かせるおそれがあること、もと
もと被告人としては、特定の公訴事実に対してだけ防御すればよいはずな
のに、性癖・傾向・性格などという一般的・包括的な事項についてまで防
御の範囲を広げることを余儀なくされ、不当な負担を課せられることにな
ること、附随的な問題への逸脱は、時間を無駄にし、争点の混乱を招くこ
となど、極めて実践的原理が排除法則を支える理由として打ち出されてき
たのである（以上につき、小松正富「同種前科による認定」証拠法大系Ⅰ
166頁以下参照）。
このような理由に照らし、類似事実の証拠の排除原則は、陪審制度を採
らない我が国においても原則的に妥当するというべきであり、検察官が公
訴事実を立証するために、被告人の前科や余罪等の存在やその内容を間接
事実として、これらを証明するための証拠を提出することは、原則として
許容されないと解すべきである。このような証拠は、証拠としての自然的
関連性は認められるものの、法律的関連性を欠くというべきである。
以上が一般的な理解である。そして、類似事実の立証が許される場合も
認められている。例えば、田口守一・刑事訴訟法［第版］368頁は、「被
告人の犯罪事実を立証するために、被告人の悪性格を立証することは許さ
れない。被告人の同種前科、起訴されていない犯罪（余罪）、非行歴など
類似事実の立証も同じく許されない。これらの事実は、犯罪事実との自然
的関連性がないか（例えば、幼児のときのいたずらと成人後の犯罪事実と
の関係）、あるいは法律的関連性がないか（一応の証明力はあっても、そ
れを吟味する手立てがない）である。ただし、許される場合もある。①す
でに犯罪の客観的要素が立証されているときに、犯罪の故意などの主観的
要素を立証するためであれば類似事実で立証することも許される。例え
ば、判例は、犯罪事実の客観的要素が他の証拠によって認められる場合に
は、詐欺の故意のような主観的要素を被告人の同種前科の内容によって認
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定しても違法ではないとする（最決昭41.11.22刑集20巻号1035頁）。②
犯罪の手口などの態様にきわだった特徴がある場合にも、例外として類似
事実による立証が許される場合がありえよう。③さらに、被告人が善良な
性格を立証した場合には、これに対する反証として、被告人の悪性格を立
証することも許される。④なお、以上はあくまで罪責認定の資料としての
許容性の問題であったから、量刑資料としてならこれらの事実も使用でき
る。」としている。もちろん、前科や常習性が構成要件の一部となってい
たり、前科の存在や内容が公訴事実と密接不可分に関連している場合、前
科が刑の加重事由である累犯前科に該当する場合については、同種前科の
立証が許されることはいうまでもない。
イ 上記のほか、参考文献として、石井一正・刑事実務証拠法［第
版］
282頁、川出敏裕「演習刑事訴訟法」法学教室386号162頁、秋吉淳一郎
「同種前科による事実認定」刑事訴訟法判例百選［第版］134頁、辻
裕教「同種前科による事実認定」刑事訴訟法判例百選［第版］140頁、
廣瀬健二「同種前科による犯人性の認定」平成23年度重要判例解説185頁、
河上和雄ほか編・大コンメンタール刑事訴訟法［第版］第巻435頁
（安廣文夫執筆）435頁、伊藤雅人「類似事実による立証について」植村
立郎判事退官記念論文集・現代刑事法の諸問題第巻366頁等参照。
⑸ 同種前科による立証については、「証拠の関連性」の問題の一環として、
英米法を参考に議論がされてきた。英米法における、性格証拠法則、悪性格
排除の原則について見てみよう。
ア アメリカの連邦では、連邦法たる連邦証拠規則（U. S. Federal Rules of
Evidence）が、前科等の類似事実を含む「他の犯罪、不正、または行為」
の証拠による犯罪事実の立証について規定を置いている。その内容は、
「他の犯罪、不正、または行為に関する証拠は、特定の場合において、そ
の者がそれに従って行動したことを立証する目的で、その者の性格
（character）を証明するために用いる場合には許容されない」が（404条
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（b）項）、「動機、機会、意図、予備、計画、知識、同一性、錯誤の不存
在または偶発性の欠缺の証明というような、他の目的」に用いる場合
（同）や、個人の「習慣（habit）」を立証するために用いる場合（406条）
には、「不当な偏見、争点を混乱させること、陪審に誤解を与えること、
不当な遅延、時間の浪費、又は重畳的証拠を不必要に提出することの危険
を考慮することによって、証明力がそれらの危険に実質的に劣るとき」
（403条）すなわち「証明力が弊害に劣るとき」でなければ許容される。
他の犯罪、不正、または行為に関する証拠は、ある者の性格を立証し、
ひいては、その者がその性格に適合する行為に及んだことを立証するため
の証拠として用いることはできないが、他の犯罪行為等に関する証拠を、
いわゆる性格立証ではなく、上記のように他の目的で用いることは許され
る。このような推認の過程は、他の犯罪行為等に関する証拠から被告人の
性格を推認し、被告人の性格から被告人が犯行に及んだことを推認する場
合のような不確実な推認ではなく、不当な予断等のおそれもないといえ
る。このように、同規則404条（b）項後段にいう「他の目的」での使用
の場合は性格立証の場合とは異なり、要証事実との関係で推認力が高いこ
とから、証拠能力が認められるのである（辻・上掲刑訴法判例百選［第
版］141頁）。
イ イギリスでは、前科証拠を含むいわゆる悪性格の証拠について、2003年
刑事司法法（Criminal Justice Act 2003）が詳細な規定を置いている。悪
性格の証拠は、「すべての当事者が当該証拠を許容するという手続上の合
意をした場合」や「その証拠が被告人と検察官の間の争点となっている重
要な事項に関連する場合」などに許容される（101条⑴項）が、「裁判所
は、被告人から当該証拠につき排除の申立てがあり、当該証拠を許容する
と、裁判所が認めるべきでないような手続の公正さに対する悪影響が生じ
るとみられる場合には、（当該）証拠を許容してはならない」（101条⑶項）
と規定しており、前科等の類似事実による被告人と犯人との同一性の証明
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も、これらの規定の規律の下で許容される。
この点に関する英米法の状況については、上掲判例時報2164号45頁、判
例タイムズ1382号86頁のコメント、アメリカ連邦証拠規則については、田
邉真敏「アメリカ連邦証拠規則」、イギリスにおける悪性格証拠の許容性
に関しては、楠本英隆「イギリスにおける類似事実証拠」早稲田法学38巻
＝号19頁、高平奇恵「イギリスにおける悪性格証拠の許容性に関する
予備的考察」九州大学法政研究78巻号267頁、同「イギリス2003年刑事
司法法における悪性格証拠の許容性」九州大学法政研究79巻号341頁を
参照。
⑹ 本判決の意義
本判決は、「前科証拠は、単に証拠としての価値があるかどうか、言い換え
れば自然的関連性があるかどうかのみによって証拠能力の有無が決せられるも
のではなく、前科証拠によって証明しようとする事実について、実証的根拠の
乏しい人格評価によって誤った事実認定に至るおそれがないと認められるとき
に初めて証拠とすることが許されると解するべきである。」として、いわゆる
性格証拠法則、あるいは悪性格排除の原則などと呼ばれる考え方を明示してい
る。
すなわち、本判決は、前科証拠（前科に関する前科調書、判決書謄本、被告
人の供述調書）を犯罪事実の証明に用いる場合について、我が国の判例・多数
説や英米の制度と同様、証拠能力の問題としてとらえている。そして、本判決
が、前科証拠の証拠能力が肯定される要件として、「実証的根拠の乏しい人格
評価によって誤った事実認定に至るおそれがないと認められる」ことを要求
し、前科証拠が用いられる推論過程を問題としていることからすると、本判決
は、証明力と弊害とを直接衡量してその証拠採用の可否を決するイギリス型の
規律ではなく、前科証拠を「性格（character）」を証明するために用いるの
か、「動機、機会、意図、予備、計画、知識、同一性の証明等の他の目的」や、
「習慣」を証明するために用いるのかという、証拠が用いられる推論過程を問
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題とするアメリカ型の規律を採用しているということができる（上掲判例時報
2164号45頁、判例タイムズ1382号87頁の各コメント参照）
そして、前科証拠を被告人と犯人との同一性の証明に用いる場合に証拠能力
が肯定される具体的な基準については、これまでの我が国の学説は「特殊な手
口」などという以上には明らかにしてこなかったが、本判決は、「前科に係る
犯罪事実が「顕著な特徴」を備えていること、起訴に係る犯罪事実がこの「顕
著な特徴」について「相当程度類似していること」から、「それ自体で両者の
犯人が同一であることを合理的に推認させるようなものであること」が必要で
ある」という具体的な基準を示した。この基準は、アメリカの学説でいわれる
「署名（signature）」に等しいこと（すなわち、それ単独で犯人性の証明が可
能なほどの証明力を有すること）までを要求するものではないが（本件上告趣
意において、弁護人から、前科の特殊性について、「とても異常で際立ったも
のであるため、署名（signature）にも等しいものであることが必要である」
との主張がなされた。）、前科に係る犯罪事実と起訴に係る犯罪事実の類似から
「それ自体で両者の犯人が同一であることを合理的に推認させるようなもので
ある」ことを要求しており、相当に厳格な限定を付したものといえる。
⑺ 私のこれまでの裁判経験に照らし、若干の私見を付加したい。
これまでの刑事裁判実務において、前科証拠が犯人性の証明に用いられるこ
とは、上記裁判例で紹介したように、余りなかったように思われる。前科事実
は、それが構成要件要素となっている場合や累犯前科となっている場合のほか
は、ほとんどが量刑事情として利用される場合にとどまっていた。安廣・上掲
大コンメンタール刑事訴訟法［第版］第巻437頁も、「故意等の犯罪の主観
的要素についても、客観的情況から推認できることがほとんどであり、同種の
前科に関する証拠を加味しなければ故意等を合理的な疑いを超えて認定できな
いというような事例が多いとは思われない。これらの判例については、前科が
同種のものであることのほか、各事案における争点の内容とこれに関する他の
証拠関係にも留意が必要であり、前科の内容はダメ押し的な役割をはたしてい
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るにすぎないと思われる。これらの判例から、被告人が過去に類似の犯罪を犯
していることから、公訴事実についても犯意があったであろうとの推論に大き
なウエイトを持たせることまでが許容されていると即断してはならないであろ
う。」と指摘している。
そして、これまでの実務は、前科証拠に関連性を認め証拠能力を肯定する場
合にも、要証事実の吟味、関連性の程度、その証明力の判断に当たって慎重な
姿勢を採ってきたことは間違いない。
上記の和歌山毒カレー事件控訴審判決を見てみよう。同判決は、上記の一般
論を述べた上、次のように判示している。
「類似事実のうち、公訴事実と包括一罪あるいは犯行に至る経緯、犯行後の
経緯の関係にあるものは当然立証が許されるが、独立した犯罪事実となり得る
ものについても、被告人の周辺において複数の者が繰り返し急性砒素中毒を発
症させたという事実は、それらが被告人の犯罪行為によるものであると否とに
かかわらず、それ自体、被告人と凶器である砒素との結び付きやその殺傷力に
対する知情性を推認させるものということができるし、また、被告人が過去に
おいて亜砒酸等を飲食物に混入させて人に摂取させた事実が認められる場合に
は、その手段及び方法の類似性から、公訴事実（各殺人、同未遂事件）につい
ての被告人の犯人性を推認することが可能となる。さらに、被告人が砒素等を
混入させた飲食物を人に摂取させることを繰り返していたという事実からは、
規範意識が鈍磨していたことや、人に砒素等を摂取させて殺傷することに対す
る罪障感、抵抗感が薄れていたことも推認でき、殊に、明確な犯行動機が見出
し難いカレー毒物混入事件にあっては、その犯人性を見極める上で検討に値す
る事実ということができる（このように、本件類似事実から導かれる推認は経
験則に基づく合理的なものであって、何ら不当な予断偏見ではない）。その上
で、当該事案は、情況証拠の積み重ねによるほかその犯人性等を立証する方法
がない事案であり、類似事実による立証の必要性が高いこと、当該事案は、争
点が多岐にわたる重大事案であり、捜査当初から複数の弁護人が選任され、精
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緻な弁護活動が行われてきたことなどにもかんがみると、類似事実の立証が被
告人に過度の負担を生じさせるものではない。」
同種前科など類似事実による証明に当たって、要証事実の吟味、証明力につ
いて慎重な判断がなされているといえよう。
今回の判例の事案（裁判員裁判）では、前科証拠による犯人性の証明が直接
の争点となったことから、最高裁の判断が示されたのであるが、上記各コメン
ト指摘のとおり、前科証拠による犯人性の証明について、前科に係る犯罪事実
と起訴に係る犯罪事実の類似から「それ自体で両者の犯人が同一であることを
合理的に推認させるようなものである」ことを要求しており、本論点について
（一般論として）相当に厳格な限定を付したものといえる。
しかし、本件事案における具体的あてはめの点で見ると、本判決が指摘する
ように、窃盗から放火の犯行に至る契機の点及び放火の態様の類似性を根拠と
して、本件前科証拠から被告人と放火犯人との同一性を推認することは困難で
あり、結論としては、異論がないと思われる。本件事案は、裁判員裁判であっ
たことから、英米で指摘されているような、主として、事実認定者（裁判員）
に対し同種前科の立証による不当な偏見や予断の悪影響を与えることがないよ
うに、一般的な判断基準を示したものと理解できよう。
本件の第審判決は、「特に、本件は裁判員裁判対象事件であり、前科立証
により裁判員に不当な偏見を与えることも考慮すると、かかる立証は許されな
い。」と判示し、本件前科証拠の採否の判断において、裁判員裁判対象事件で
あることを一つの考慮要素としている。
同種前科や余罪については、それが裁判員の心証形成に充てる影響は大きい
と考えられるので、慎重な配慮が必要と思われるとの指摘がある（安廣・上掲
大コンメンタール刑事訴訟法［第版］第巻438頁、伊藤雅人「類似事実に
よる立証について」植村立郎判事退官記念論文集・現代刑事法の諸問題第巻
375頁）。
本判決の射程を考えるとき、上記のとおり、前科や類似犯罪の手口などが一
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定の特徴をもち、起訴に係る犯罪と高い程度の類似性を持てば、経験則上、そ
れだけで両者の犯人が同一であるとの推認力が強まり、「悪性格」という中間
項を介在させることなく、直接的に推認することが合理的となるのであって、
一般論として、このような考え方に異論はないものと思われる。問題は、前科
や類似犯罪の手口がどの程度の特徴を持ち、起訴に係る犯罪とどの程度類似し
ていればよいかという点、さらに、前科や類似犯罪と起訴に係る犯罪のそれぞ
れの手口などを比較するだけでなく、他に比較し、あるいは、考慮されるべき
事情はないのか、という点である（吉川・上掲研修774号24頁）。前科や類似犯
罪と起訴に係る犯罪が時間的・場所的に接着しているとの事情、あるいは、前
科や類似犯罪が複数回繰り返されているなどの事情はどうか。特殊性や類似性
の判断に当たっては、このような事情をも考慮し得ると考えてよいのではない
かが問題となる（吉川・上掲27頁）。
本判例のいう「（前科に係る犯罪事実の）顕著な特徴と（それが起訴に係る
事実との）相当程度の類似」についてみると、本判決が判示する「顕著な特
徴」とは、文字通り捉えれば、「明らかな特徴」という意味であり、上記和歌
山毒カレー事件控訴審判決が示している「特殊な（手段、方法による）」が意
味するところと基本的には違いがないと思われる。
本判決は、顕著な特徴と相当程度の類似の判断において、前科に係る「犯罪
事実」と起訴に係る「犯罪事実」とを比較することとしており、これについて
も、上記和歌山毒カレー事件控訴審判決と同様に考えることができる。もっと
も、同判決では、手段・方法に力点が置かれているので、むしろ、本判決の方
が比較すべき事実を広く捉えているともいえる。そのため、顕著な特徴と相当
程度の類似の判断に当たっては、犯行の手段方法はもとより、犯行時間、犯行
場所、対象とした被害者などの事情も考慮し得ることになろう。さらに、本判
決は、顕著な特徴と相当程度の類似の判断に当たり、犯行動機として犯行に至
る経緯も検討しており、ここにいう「犯罪事実」とは、厳密な意味での公訴事
実の限定されるのではなく、犯行動機を含めた犯行に至る経緯や犯行後の情況
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など、公訴事実に密接に関連する事実をも含めて考えているといってよいので
はないかと思われる（吉川・上掲29頁）。また、前科や類似犯罪と起訴に係る
犯罪が時間的場所的に接着しているとの事情（近接性の原理といえよう。）や、
前科や類似犯罪が複数回繰り返されているなどの事情は、経験則上、前科等に
係る犯罪事実と起訴に係る犯罪事実の犯人が同一人物であることの推認力が強
まることを前提に、前科等に係る犯罪事実の特徴の顕著さやその起訴に係る犯
罪事実との類似性の判断に当たっては、手口などに限らず、上記のような事情
を考慮することも許されるのではないかと思われる（吉川・上掲27頁）。後記
最決平25.2.20の金築裁判官の補足意見参照。
（注）最高裁第二小法廷の本判決の後、次のとおり、同第一小法廷において
も、同趣旨の決定が出されている。
最決平25.2.20刑集登載予定、判例時報2180号142頁
「前科証拠を被告人と犯人の同一性の証明に用いようとする場合は、前科に
係る犯罪事実が顕著な特徴を有し、かつ、その特徴が証明の対象である犯罪事
実と相当程度類似することから、それ自体で両者の犯人が同一であることを合
理的に推認させるようなものであって、初めて証拠として採用できるところ
（最高裁平成24年月日第二小法廷判決・裁判所時報1563号頁参照）、こ
のことは、前科以外の被告人の他の犯罪事実の証拠を被告人と犯人の同一性の
証明に用いようとする場合にも同様にあてはまるものと解すべきである。そう
すると、前科に係る犯罪事実や被告人の他の犯罪事実を被告人と犯人の同一性
の間接事実とすることは、これらの犯罪事実が顕著な特徴を有し、かつ、その
特徴が証明対象の犯罪事実と相当程度類似していない限りは、被告人に対して
これらの犯罪事実と同種の犯罪を行う犯罪性向があるという実証的根拠に乏し
い人格評価を加え、これをもとに犯人が被告人であるという合理性に乏しい推
論をするに等しく、許されないというべきである。」「前科に係る住居侵入、窃
盗、現住建造物等放火等の犯罪事実及び前科以外の他の住居侵入、窃盗等の犯
罪事実を、証明対象の住居侵入、窃盗、窃盗未遂、現住建造物等放火の犯人と
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被告人の同一性の間接事実とすることは、これらの犯罪事実に顕著な特徴があ
るとはいえないなどの事情（判文参照）の下では、被告人に対して実証的根拠
の乏しい人格的評価を加え、これをもとに犯人が被告人であるという合理性に
乏しい推論をすることにほかならず、許されない。」（なお、上記間接事実を除
外しても、その余の証拠によれば、第審判決の各犯罪事実の認定について事
実誤認はないとした原判断は是認することができるから、原判決の上記法令違
反は、判決に影響を及ぼすものではないとして、上告棄却の決定をした。）
 精神鑑定書の証明力（評価方法）
最判平20.4.25刑集62巻
号1559頁、判例時報2013号156頁、判例タイムズ
1274号84頁
判例解説として、最高裁判例解説刑事篇平成20年度346頁（前田 巌）、安田
拓人・刑事法ジャーナル14号93頁、同・平成20年度重要判例解説178頁、前田
雅英・警察学論集63巻号156頁などがある。
⑴ 事案の概要と審理経過
統合失調症者である被告人が、以前勤務していた塗装店経営者 Aに関する
幻視・幻聴に関わる同人とのやりとりから、同人に馬鹿にされていると憤りを
覚え、犯行当日も、Aに関する幻視・幻聴により同人に対する腹立ちが収ま
らず、Aの塗装店に赴き、同人の顔面・頭部を手拳で数回殴打する暴行を加
え、同人をしてその頭部を路面等に打ち付けさせ、約週間後に搬送先の病院
において外傷性くも膜下出血により死亡させた、という傷害致死の事案であ
る。
〔第審〕
捜査段階での簡易精神鑑定 Aは、被告人は犯行当時統合失調症による幻覚
妄想状態の増悪期にあったが、本件行為に至る行動経過は合目的的で、著名な
残遺性変化がないとして心神耗弱相当とし、第審段階での精神鑑定 Bは、
被告人は、本件行為当時、統合失調症の激しい幻覚妄想状態にあり、直接その
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影響下で本件犯行に及んだもので心神喪失の状態にあったとする。
第審判決は、精神鑑定 Bに依拠し、「被告人は、本件犯行当時、統合失調
症の増悪期にあり、同犯行はその症状、激しい幻覚妄想に直接支配されたもの
である。」として、心神喪失による無罪判決を言い渡した。
〔控訴審〕
統合失調症が慢性化して重篤化した状態ではなく、心神耗弱にとどまるとす
る意見書 Cのほか、被告人は統合失調症に罹患しており、急性期の異常体験
が活発に生じる中で次第に被害者を「中心的迫害者」とする妄想が構築され、
その妨害的な行為を中止させるため攻撃を加えたことにより本件犯行は生じた
のであり、幻覚妄想に直接支配された行為とはいえないが、統合失調症が介在
しなければ引き起こされなかったとする精神鑑定 Dが新たに出され、心神喪
失の所見を示していた。
控訴審は、原判決を破棄し、被告人に関する正常性を推認させる事情を積極
的に追加して摘示した上、「動機の形成、犯行に至るまでの行動経過、犯行態
様、経緯に特段異常とされる点がなく、これらは、了解が十分に可能であり、
幻聴や幻覚が犯行に直接結び付いているとまではいえない。犯行当時の意識も
ほぼ清明で、本件犯行が犯罪であることの認識もあり、犯行前後の態度や周囲
の人への配慮などは、重い統合失調症とは相容れない。」として、心神耗弱を
認め、被告人を懲役年に処した。
〔上告審〕
本判決は、次のとおり判示し、被告人が心神耗弱の状態にあったとして限定
責任能力の限度で傷害致死罪の成立を認めた原判決は、被告人の責任能力に関
する証拠の評価を誤った違法があり、ひいては事実を誤認したものといわざる
を得ないとして、裁判官全員一致の意見で、原判決を破棄し、事件を原審に差
し戻した。
「被告人の精神状態が刑法39条にいう心神喪失又は心神耗弱に該当するかど
うかは法律判断であって専ら裁判所に委ねられるべき問題であることはもとよ
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り、その前提となる生物学的、心理学的要素についても、上記法律判断との関
係で究極的には裁判所の判断に委ねられるべき問題である（最決昭58.9.13裁
判集刑事232号95頁）。しかしながら、生物学的要素である精神障害の有無及び
程度並びにこれが心理学的要素に与えた影響の有無及び程度については、その
診断が臨床精神医学の本分であることにかんがみれば、専門家たる精神医学者
の意見が鑑定等として証拠となっている場合には、鑑定人の公正さや能力に疑
いが生じたり、鑑定の前提条件に問題があったりするなど、これを採用し得な
い合理的な事情が認められるのでない限り、その意見を十分に尊重して認定す
べきものというべきである。この観点から、両鑑定（鑑定 B、鑑定 D）を見る
と、両医師とも、いずれもその学識、経歴、業績に照らし、精神鑑定の鑑定人
として十分な資質を備えていることはもとより、両鑑定において採用されてい
る諸検査を含む診察方法や前提資料の検討も相当なもので、結論を導く過程に
も、重大な破たん、遺脱、欠落は見当たらない。また、両鑑定が依拠する精神
医学的知見も、格別特異なものとは解されない。そして、両者は、本件行為が
統合失調症の幻覚妄想状態に支配され、あるいは、それに駆動されたものであ
り、他方で正常な社会生活を営み得る能力を備えていたとしても、それは「二
重見当識」等として説明が可能な現象であって、本件行為につき、被告人が事
物の理非善悪を弁識する能力及びこの弁識に従って行動する能力を備えていた
ことを意味しないという理解において一致している。このような両鑑定は、い
ずれも基本的に高い信用性を備えているというべきである。両鑑定を採用でき
ないものとした原判決の証拠評価は、相当なものとはいえない。」
「被告人が犯行当時統合失調症に罹患していたからといって、そのことだけ
で直ちに被告人が心神喪失の状態にあったとされるのではなく、その責任能力
の有無・程度は被告人の犯行当時の病状、犯行前の生活状況、犯行の動機・態
様等を総合して判定すべきである（最決昭59.7.3刑集38巻号2783頁）。」とし
て総合的判断方法を是認した上、「信用に値する両鑑定に関係証拠を総合すれ
ば、本件行為は、かねて統合失症に罹患していた被告人が、急性に増悪した同
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症による幻聴、幻視、作為体験のかなり強い影響下で、少なくともこれに動機
づけられて敢行されたもので、本件行為時の被告人の状況認識も正常とはいえ
ない、統合失調症に特有の病的色彩を帯びていたのだから、本件犯行当時被告
人は病的異常体験のただ中にあったものと認めるのが相当である。他方、本件
行為の動機の形成過程は、その契機が幻聴等である点を除けば、了解可能であ
ると解する余地があり、正常な判断能力を備えていたことを窺わせる事情も多
いが、同種の幻聴等が頻繁に現れる中で、訂正不可能又は極めて困難な妄想に
導かれて動機を形成したと見られるのであるから、動機形成等が了解可能であ
ると評価するのは相当でない。また、被告人は、本件行為時、こうした幻聴妄
想の影響下で、前提事実の認識能力にも問題があったことが窺われるから、犯
罪であることの認識や記憶の保持をもって、事理の弁識をなし得る能力を、実
質を備えたものとして有していたと直ちに評価できるか疑問である。そうする
と、統合失調症の幻覚妄想の強い影響下で行われた本件行為について、原判決
の説示する事情があるからといって、そのことのみによって、その行為当時、
被告人が事物の理非善悪を弁識する能力又はこの弁識に従って行動する能力を
全く欠いていたのではなく、心神耗弱にとどまっていたと認めることは困難で
あるといわざるを得ない。」旨判示した。
（注）差戻審（東京高判平21.5.25高刑集62巻号頁、判例時報2049号150
頁）は、要旨、上告審判決が基本的に信用するに足りるとした心神喪失を示唆
する二つの精神鑑定に関し、同判決中で要検討事項として指摘した点につい
て新たに行った事実取調べの結果によると、①両鑑定が前提とする「統合失調
症に罹患した者の病的体験の影響下にある認識、判断ないし行動は、一方で認
められる正常な精神作用により補完ないし制御することは不可能である」とす
る立場は、現在の精神医学的知見の現状からみて、一般的であるとは言い難
く、②「二重見当識」の用語概念は、統合失調症患者には、病的な体験と正常
な精神作用が色々なバランスで総合的に現れるということを意味するだけであ
って、その機序等を説明するものではなく、いわば静的な状態説明概念にすぎ
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ないのであって、「本件行為自体又はこれと密接不可分な場面において、相応
の判断能力を有していたと見る余地のある事情」をいわば静的な状態説明概念
にすぎない「二重見当識」をもって説明することはできず、③被告人の病型で
ある妄想型の統合失調症においては、臨床的にも、行為時に強い幻覚妄想状態
にありながら、その後程なくして正常な判断能力を回復することは考えられな
いから、両鑑定は、被告人が本件行為後程ない時点で正常な判断能力を備えて
いたと見られる事情を全く考慮しない点でその推論過程には大きな問題があっ
て、いずれもその信用性を肯定できず、本件犯行時の被告人は、心神耗弱の状
態にあったと認められるとして、改めて第審判決を破棄し、被告人を懲役
年月に処した。被告人は、この差戻判決に対し、再度上告したが、第三小法
廷において、平成23年11月28日いわゆる例文による棄却の決定がされている。
⑵ 責任能力の意義等
行為者に有責に行為する能力が備わっていない場合には、その行為者を法的
に非難することはできず、責任は阻却される（責任主義の要請）。このような
責任非難のために要件とされる行為者の能力が責任能力である。
刑法39条項は、「心神喪失者の行為は、罰しない。」、同条項は、「心神耗
弱者の行為は、その刑を減軽する。」と規定している。責任能力が欠如する場
合（責任無能力）が心神喪失であり、責任阻却事由とされ、責任能力は存在す
るものの著しく限定されている場合（限定責任能力）が心神耗弱であり、責任
減少事由とされ、刑の必要的減軽が認められている。
刑法39条は、心神喪失及び心神耗弱について、その法的効果を定めるのみ
で、心神喪失及び心神耗弱の意義の理解については、もっぱら解釈に委ねてい
る。これらは、精神医学上の観念ではなく、法律上の観念であり、結局、責任
の理念に照らして妥当な意味内容が論定されなければならない。そして、判例
（大判昭6.12.3刑集10巻682頁）及び通説によれば、心神喪失とは、精神の障
害により、行為の違法性を弁識し（弁識能力）、その弁識に従って行動を制御
する能力（制御能力）を欠く状態をいい、心神耗弱は、精神の障害により、弁
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識能力又は制御能力が（欠如するまでには至らないが）著しく限定されている
状態をいうとされている。
⑶ 精神鑑定書の証拠能力
実務では、通常、被告人の責任能力に問題があると考えた場合、受訴裁判所
は、検察官、弁護人の請求により、又は職権で、精神鑑定を実施することを決
定し、鑑定人を選任して、「被告人の本件犯行時の精神状態」について精神鑑
定を命ずる。
鑑定人が作成した精神鑑定書については、検察官及び弁護人が証拠とするこ
とに同意すれば（刑訴法326条項）、証拠として採用し、不同意であれば、鑑
定人を証人として尋問し、鑑定書が真正に作成されたものであること、すなわ
ち、その鑑定が正確な観察によること、及びその結果を鑑定書に正確に記載し
たことを供述（証言）した場合に、証拠能力が認められる（同321条項）。
鑑定は、本来裁判所に対して正確な専門的知識を提供して、その判断を補助
するためのものであるから、その目的を達成するために必要かつ相当な範囲内
で、あらゆる資料を使用し、その資料の収集のためあらゆる手段を講じること
ができ、また、いかなる鑑定方法をも用いることができるというのが原則であ
る。刑訴法168条は、裁判所の許可によって鑑定人自身が行い得る強制的処分
を定め、167条及び172条は、それぞれ鑑定に必要な措置を裁判所自身が行うも
のとして、鑑定留置及び身体検査の直接強制を定めているが、鑑定人の行い得
る処分が168条所定のものに限定されるわけではない。鑑定人は、鑑定につい
て必要がある場合には、裁判長の許可を受けて、裁判所の手元にある書類・証
拠物を閲覧謄写し、又は被告人質問や証人尋問に立ち会い（刑訴規則134条
項）、裁判長の許可を受けて被告人・証人に直接発問することができる（同
項）。それに限らず、鑑定人が、裁判所を介さずに直接に被告人又は参考人か
ら陳述を得ること、学校、病院等への照会、鑑定留置された被告人の行動観
察、酒・試薬の提供等医学的検査の処置等を行うことができる。ただ、裁判所
が鑑定の資料につき特に限定を付している場合には、鑑定人は鑑定に当たりそ
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れに従わなければならず、その他の資料を基礎とすることはできない。精神鑑
定については、裁判実務上は、鑑定命令において資料の範囲を制限しないのが
通常である。鑑定人の専門家としての立場を尊重し、できるだけ自由に調査活
動ができるようにする方が、正確な鑑定を得られるとの配慮から出たものと思
われる。
なお、裁判官が精神鑑定の結果に拘束されるかという問題とも関連して、鑑
定人はどの範囲についてまで意見を述べるべきかという問題があるが、裁判実
務上は、鑑定人が生物学的＝記述的要素の診断にとどまらず、それを前提とし
て、心理学的＝評価的要素についても判断を示し、責任能力の有無・程度に関
する参考意見を付した精神鑑定書が多く見られる。精神鑑定を命じられる鑑定
人は、通常法律の専門家ではないから、鑑定人に右のような法律概念による判
断を求めるのは適当でないとされ、ただ、鑑定人が右のような用語によって鑑
定結果を示したとしても、それは、多くの場合、法律判断というよりは、精神
障害の程度を示すために用いられているのであるから、鑑定の効力に影響しな
いと解されるのが一般である。
⑷ 精神鑑定書の証明力
心神喪失、心神耗弱の概念は、心理学上ないし精神医学上の概念ではなく、
純然たる法律上の概念であるから、被告人が心神喪失者であるか、心神耗弱者
であるかの問題は、精神医学者等の専門家の意見を参考としつつ、法律の理念
及び目的に基づき、裁判所がこれを判定すべきであり、また、責任能力の有無
の判断に当たっては、精神病等の精神の障害という生物学的要素とともに、事
物の是非善悪を弁識する能力（弁識能力）とその弁識に従って行動する能力
（制御能力）という心理学的要素を併せて考慮する、いわゆる混合的方法によ
るべきであるというのが、判例・通説の立場である。
最決昭58.9.13裁判集刑事232号95頁、判例時報1100号156頁は、「被告人の精
神状態が刑法39条にいう心神喪失又は心神耗弱強に該当するかどうかは法律判
断であって専ら裁判所に委ねられるべき問題であることはもとより、その前提
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となる生物学的、心理学的要素についても、右判断との関係で究極的には裁判
所の評価に委ねられるべき問題である。」と判示している。
このように、心神喪失又は心神耗弱に該当するかどうかは法律判断であり専
ら裁判所の判断に委ねられているのであるから、被告人の責任能力の有無を判
断するには、必ずしも専門家の鑑定による必要はなく、裁判所が他の証拠によ
って独自に判断してもよいし、精神鑑定を命じた場合にも、その結果に拘束さ
れるわけではない。鑑定結果の採否も裁判所の合理的裁量の範囲に属するもの
であり、自由心証主義（刑訴法318条）の機能する一場面といえる。しかし、
裁判実務上は、被告人に精神の障害が疑われる具体的事情が存在する場合に
は、医学的検査のため、精神鑑定が行われるし、その鑑定結果は、鑑定人の精
神医学の専門的知識と臨床的経験に基づくものであることから、十分に尊重さ
れているのである。
すなわち、責任能力の判断は、法的制裁である刑罰を科すか、科すとしても
その刑を必要的に減軽するかという法律判断のみならず、さらには、心神喪失
者等医療観察法による強制入院・治療の対象者の選択という法的判断でもある
から、専ら裁判所に委ねられるべき問題ではあるが、適正妥当な結論を得るた
めには、精神医学者による精神鑑定が必要不可欠と考えられているのである。
そして、被告人の責任能力の有無・程度は、犯行当時の病状、犯行前の生活
状態、犯行の動機・態様、犯行後の行動、犯行以後の病状などを総合的に考察
することにより判断されるのが一般である（総合的判断方法）。
実務上しばしば問題となる統合失調症と責任能力の関係につき、精神医学者
の間では、原則として責任無能力とする見解と、これに反対する見解がある
が、判例（最決昭59.7.3刑集38巻号2783頁）は、「被告人が犯行当時精神分
裂病（注；当時の用語）に罹患していたからといって、そのことだけで直ちに
被告人が心神喪失の状態にあったとされるものではなく、その責任能力の有
無・程度は、被告人の犯行当時の病状、犯行前の生活状況、犯行の動機・態様
等を総合して判定すべきである。」旨判示し、従前の下級審判例の支配的見解
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を是認し、統合失調症者の責任能力の判断基準についていわゆる総合的判断方
法によるべきことを明らかにした。本決定に従い、裁判実務上は、①統合失調
症の程度が重症である場合や、統合失調症による幻覚、妄想等の病的体験に直
接支配された犯行である場合には、通常、心神喪失と認められ、②その他の場
合には、被告人の統合失調症の種類・程度（病状）、犯行の動機・原因（その
了解可能性）、犯行の手段・態様（計画性、作為性の有無、犯行後の罪証隠滅
工作の有無を含む）、被告人の犯行前後の行動（了解不可能な異常性の有無）、
犯行及びその前後の状況についての被告人の記憶の有無・程度、被告人の犯行
後の態度（反省の情の有無）、統合失調症発症前の被告人の性格（犯罪傾向）
と犯行との関連性の有無・程度等を総合考察して、被告人の責任能力が判断さ
れている（拙稿・最高裁判例解説刑事篇昭和59年度360頁参照）。
鑑定結果の採否については、上記のとおり、心神喪失又は心神耗弱に該当す
るかどうかは法律判断であり、専ら裁判所の判断に委ねられているのであるか
ら、裁判所は精神鑑定の結果に拘束されるわけではなく、鑑定結果の採否も裁
判所の合理的裁量の範囲に属するというのが原則である。
被告人が統合失調症に罹患しているかどうかについても、それは事実認定
（事実判断）の問題であり、自由心証主義の機能する場面ではあるが、いやし
くも精神医学者の鑑定を得たときは、その精神医学的診断の資料となった客観
的諸事実について誤りがなく、かつ、首肯し得る合理的方法でそれらの診断が
行われたものである限り、精神医学の専門家でない裁判官は、その精神医学的
診断の結果を尊重すべきものと思われる。
一般に、裁判所が鑑定結果を採用しないことが許される場合として次のよう
な事例が挙げられている。
ア 鑑定人の鑑定能力、公正さに疑問が生じたとき。
イ 鑑定資料の不備ないし裁判所の認定事実との食い違いなど鑑定の前提条
件に問題があるとき。
ウ 鑑定結果と他の有力な証拠ないし客観的事実とが食い違ったとき。
山梨学院ロー・ジャーナル
96
エ 鑑定内容に問題があるとき。
この点につき、拙稿「精神鑑定と刑事責任能力」小林充＝香城敏麿編「刑
事事実認定」（上）448頁以下参照。
⑸ 本判決の意義
被告人の精神状態が心神喪失又は心神耗弱に該当するかどうかは法律判断で
あって専ら裁判所に委ねられるべき問題であるが、上記のとおり、刑事裁判実
務において、被告人の責任能力の有無・程度を判断する際には、精神医学者の
鑑定意見（鑑定書又は口頭鑑定、鑑定人尋問）は必要不可欠であり、それをい
かに正確に理解し正しく評価するかが問題となる。鑑定書には、精神医学上の
難解な専門用語等が多く用いられている場合が少なくないのである。結論の異
なる複数の鑑定書が証拠として提出されると、その理解の困難さは一層増す。
裁判員裁判においても、裁判員が鑑定書の内容を理解することに苦労し長時間
を要するといわれている。そこで、実施後年余りを経過した裁判員裁判にお
いては、市民の代表である裁判員に、従来から難解とされてきた精神鑑定書の
内容を正しく理解してもらうためにいかに分かりやすく表現するかという見地
から、鑑定書の記載内容や表現方法に工夫をこらすことが求められ、鑑定人尋
問の中でも、できるだけ分かりやすいような説明が要請されているのである。
裁判員の理解の観点からは、鑑定人の意見は、原則として口頭報告によるのが
相当ではないかとの指摘もある。
これまで、刑事責任能力については、必ずしも弁識能力と制御能力とを明確
に区別した上で、具体的な事実関係を各能力にあてはめて両者を個別的にそれ
ぞれ検討するという運用が定着しているわけではない。加えて、裁判員制度が
導入され、裁判員にとって理解し易い概念構成や判断枠組みはどのようなもの
かという観点から、従来の弁識能力・制御能力という概念を無視するわけでは
ないものの、そのような枠組みに必ずしもとらわれず、これらを再構成する必
要性も指摘されているところである（司法研修所編「難解な法律概念と裁判員
裁判」（司法研究報告書第61輯第号）33頁以下）。例えば、従来の裁判例を踏
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まえ、統合失調症の影響を理由として責任能力が争われた場合には、「統合失
調症の圧倒的な影響によって犯したもので、もともとの人格に基づく判断によ
って犯したと評価できない場合か」（心神喪失）、「統合失調症の影響を著しく
受けているが、なお、もともとの人格に基づく判断によって犯したといえる部
分も残っていると評価できる場合か」（心神耗弱）、「統合失調症の影響があっ
たとしても著しいものではなく、もともとの人格に基づく判断によって犯した
と評価することができる場合か」（完全責任能力）という形式で判断の対象を
示すのが適当ではないかとの指摘がある（上掲司法研究報告書36頁）。
この点、本判決は、「事物の理非善悪を弁識する能力又はこの弁識に従って
行動する能力」という伝統的に判例が用いて来た定義をそのまま踏襲するにと
どめ、結論部分においても、いずれかを特定することなく、これらの能力を
「全く欠いていたのではなく、心神耗弱にとどまっていたと認めることは困難
である」とのみ判示しているのであり、これらの議論について、何らかの方向
性を与えようとするものではないというべきであろう（前田・上掲判例解説
371頁）。
本判決は、責任能力判断の前提となっている精神障害の有無及び程度並びに
これが心理学的要素に与えた影響の有無及び程度について、精神医学者の鑑定
意見等が証拠となっている場合における、裁判所の判断の在り方を示したもの
であるが、「鑑定人の公正さや能力に疑いが生じたり、鑑定の前提条に問題が
あったりするなど、これを採用し得ない合理的な事情が認められるのでない限
り、その意見を十分に尊重」すべきものとしているのは、精神鑑定についての
合理的な評価方法を示したものといえる。
前田・上掲判例解説では、「本判決が原判決の証拠評価を是認できないとす
る具体的な理由は、本件固有の事情に基づくものであり、典型的精神病である
統合失調症に関する判断であることにも留意を要するが、本判決の示す一般論
は、生物学的要素である精神障害の有無及び程度並びにこれが心理学的要素
（弁識能力及び制御能力）に及ぼす影響の有無及び程度については、あくまで
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証拠に基づく判断であり、かつ、かつその証拠評価に当たっての合法則性が要
請されることに注意を促したものとして、実務上、大きな意義を有する。」と
指摘されている（同362頁）。
精神鑑定の意見中には、心神喪失又は心神耗弱であるかどうかという責任能
力の有無・程度そのもの、あるいは、その前段階である弁識能力及び制御能力
の有無・程度そのものについての意見が含まれることが稀ではない。しかし、
通の鑑定書（あるいは意見書）の中に、①生物学的要素である精神障害の有
無及び程度並びにこれが心理学的要素に与えた影響の有無及び程度に関する診
断及びその報告の部分と、②当該鑑定人が、これを踏まえて、心理学的要素で
ある弁識能力及び制御能力の有無・程度に関し、判断・報告する部分、さらに
は、③当該鑑定人が、犯行時の被告人の責任能力そのものにつき完全責任能
力、心神耗弱、心神喪失のいずれであったかという結論的意見を述べている部
分があるときに、本判決が、「鑑定人の公正さや能力に疑いが生じたり、鑑定
の前提条に問題があったりするなど、これを採用し得ない合理的な事情が認め
られるのでない限り、その意見を十分に尊重」すべきものとしているのは、そ
の判示に照らし、鑑定人の専門領域として臨床精神医学の本分であるとされる
①の部分に限られるとしているものと解される（前田・上掲判例解説361頁）。
先に述べたとおり、鑑定書の証明力評価に当たって、①鑑定人の鑑定能力、
公正さに疑問が生じたとき、②鑑定資料の不備ないし裁判所の認定事実との食
い違いなど鑑定の前提条件に問題があるとき、③鑑定結果と他の有力な証拠な
いし客観的事実とが食い違ったとき、④鑑定内容に問題があるときには、鑑定
書の証明力を否定するのが一般であり、それが自由心証主義に基づく合理的な
証拠判断である。本判決は、①（鑑定をした）両医師とも、学識、経歴、業績
に照らし、精神鑑定の鑑定人として十分な資質を備えていること、②両鑑定に
おいて採用されている諸検査を含む診察方法や前提資料の検討も相当であるこ
と、③結論を導く過程にも、重大な破たん、遺脱、欠落は見当たらないこと、
④両鑑定が依拠する精神医学的知見も、格別特異なものとは解されないこと、
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⑤両鑑定は、被告人の本件行為が統合失調症の幻覚妄想状態に支配され、ある
いは、それに駆動されたものであるなど、被告人の行動理解において一致して
いること、を指摘しており、上記鑑定書の評価基準と同趣旨の見解を述べてい
るものと思われる。これを裁判員裁判について考えてみると、裁判員にとって
もより分かりやすい鑑定評価の方法を提供したものといえよう。
裁判員裁判を配慮したと思われる表現は、本判決の一般論の射程を正しく理
解する上で参考とすべき次の判例でも見られる。
⑹ 最決平21.12.8刑集63巻11号2829頁、判例時報2070号156頁、判例タイ
ムズ1318号100頁
〔事案の概要と審理経過〕
本件は、精神的疾患のある被告人が、隣に住む男性方において、同人の頭部
を金属バットで強打し、さらに階に逃げた同人を追いかけてサバイバルナイ
フでその胸部等を突き刺すなどして殺害し、さらに、殺意をもって、同人の二
男の右頸部等をサバイバルナイフで切り付けるなどして重傷を負わせるなどし
た、という殺人、殺人未遂等の事案である。
第審は、捜査段階の精神鑑定は、被告人が統合失調症に罹患していなかっ
たとして完全責任能力を肯定しており、この鑑定結果に基づき完全責任能力を
認め、懲役18年に処した。控訴審においては、精神鑑定が実施され、鑑定 A
は、本件犯行時、被告人が妄想型統合失調症に罹患しており、本件犯行は、一
過性に急性増悪した統合失調症の病的体験に直接支配されて惹き起こされたも
ので、心神喪失の状態にあったとしたが、原判決は、被告人が妄想型統合失調
症に罹患していたとの診断部分は採用したものの、心神喪失の状態にあったと
する部分については、被告人の本件犯行前後の言動等の前提資料の検討が十分
でなく、結論を導く推論過程に疑問があると指摘し、心神耗弱の状態にあった
として、第審判決を破棄し、被告人を懲役12年に処した。
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〔上告審〕上告審は、次のとおり判示し、決定で上告を棄却した（裁判官全
員一致）。
「責任能力の有無・程度の判断は、法律判断であって、専ら裁判所に委ねら
れるべき問題であり、その前提となる生物学的、心理学的要素についても、上
記判断との関係で究極的には裁判所の評価に委ねられるべき問題である。した
がって、専門家たる精神医学者の精神鑑定等が証拠となっている場合において
も、鑑定の前提条件に問題があるなど、合理的な事情が認められれば、裁判所
は、その意見を採用せずに、責任能力の有無・程度について、被告人の犯行当
時の病状、犯行前の生活状態、犯行の動機・態様等を総合して判断することが
できる。そうすると、裁判所は、特定の精神鑑定の意見の一部を採用した場合
においても、責任能力の有無・程度について、当該意見の他の部分に事実上拘
束されることなく、上記事情等を総合して判定することができるというべきで
ある。
原判決が、前記のとおり、鑑定 Aについて、責任能力判断のための重要な
前提資料である被人の本件犯行前後における言動について検討が十分でなく、
本件犯行時に一過性に増悪した幻覚妄想が本件犯行を直接支配して引き起こさ
せたという機序について十分納得できる説明がされていないなど、鑑定の前提
資料や結論を導く推論過程に疑問があるとして、被告人が本件犯行時に心神喪
失の状態にあったとする意見は採用せず、責任能力の有無・程度については、
上記意見部分以外の点では鑑定 A等をも参考にしつつ、犯行当時の病状、幻
覚妄想の内容、被告人の本件犯行前後の言動や犯行動機、従前の生活状態から
推認される被告人の人格傾向等を総合考慮して、病的体験が犯行を直接支配す
る関係にあったのか、あるいは影響を及ぼす程度の関係であったのかなど統合
失調症による病的体験と犯行との関係、被告人の本来の人格傾向と犯行の関連
性の程度等を検討し、被告人は本件犯行当時是非弁別能力ないし行動制御能力
が著しく減退する心神耗弱の状態にあったと認定したのは、その判断手法に誤
りはなく、また、事案に照らし、その結論も相当であって、是認することがで
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きる。」
この判例については、任介辰哉「時の判例」ジュリスト1414号236頁（最高
裁調査官の判例解説）の次のような説明が参考となる（判例時報2070号157頁
も同旨）。すなわち、鑑定も証拠方法の一つであり、証拠の証明力の判断は自
由心証主義の機能する場面であるので、裁判所が、鑑定のどの部分について
も、その証明力を評価しなければならないのであり、証拠の証明力の評価は、
経験則と論理法則に従ってなされるべきであるから、その観点から問題がなけ
れば採用することになり、他方、専門家の意見を採用しない場合には、それだ
けの合理的な根拠が必要ということになるであろう。そうすると、前記の各判
例（昭和58年決定、昭和59年決定、平成20年判決）は、いずれも当然のことを
判示したものといえるが、とりわけ平成20年判決が、「生物学的要素である精
神障害の有無及び程度」と並列させて「これが心理学的要素に与えた影響の有
無及び程度」についても、専門家たる精神医学者の意見を十分尊重して認定す
べきである旨判示したことを受けて、鑑定の信用性だけを焦点として判断すれ
ば足りるとの見解も生じ得ることとなり、それが過度に強調されると、最終的
な責任能力の判断は専ら裁判所に委ねられるべき法律判断であり、諸事情を総
合判断すべきであるとしてきたこれまでの判例理論とのバランスが失われるお
それがあることから、本決定は、裁判所が精神鑑定の一部を採用した場合であ
っても、他の部分に拘束されることなく、責任能力の有無・程度について諸事
情を総合判定できると所論に答える形で敢えて明示的に判示したものと思われ
る。
また、本決定が是認する原判決の判断手法に注目すべき点がある。すなわ
ち、これまで昭和59年決定が、責任能力の有無・程度について、被告人の犯行
当時の病状、犯行前の生活状態、犯行の動機・態様等を総合して判定すべきで
あるとしていたのに対し、その中間的な判断要素として、「統合失調症による
病的体験と犯行との関係、被告人の本来の人格傾向と犯行との関連性の程度
等」という、より抽象的なものを提示して検討していることである。これは、
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最近行われた「難解な法律概念と裁判員裁判」という司法研究においても、従
来の裁判例では、統合失調症の影響を理由として責任能力が争われた場合、
「犯行の動機や犯行が妄想に直接支配されていたか否かという点が最も重要視
され、次いで、動機や犯行態様の異常性などが被告人の平素の人格（統合失調
症に罹患する前からのもの）とかい離しているか否かという点も重視されてい
る」（司法研修所編「難解な法律概念と裁判員裁判」（司法研究報告書61輯
号）36頁）と指摘されているところに沿うものであって、本件の事実関係の下
で、このような判断手法を最高裁も基本的に是認したものといえる。
このように、統合失調症の影響を理由として責任能力が争われた場合におけ
る責任能力の判断に関しては、裁判員裁判との関係もあって、社会的に注目さ
れている事項であり、本決定は、いずれもそのような重要な事項について明示
的に判示したものと言え、実務において、参考価値は高いと思われる。
田野尻 猛「刑事判例研究〔427〕」警察学論集64巻11号161頁も、「今後、こ
のような「中間的な判断要素」を設定することにより、審理を裁判員にとって
できる限り分かりやすいものとする努力が続けられることになろう。」と指摘
している。
この決定の解説として、上記のほか、任介辰哉・最高裁判例解説刑事篇平成
21年度646頁、前田雅英「鑑定と裁判官による法的評価」警察学論集63巻号
156頁、林 美月子・平成22年度重要判例解説202頁、中川武隆「刑事裁判例批
評（143）」刑事法ジャーナル23号91頁などがある。
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